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第１節 計画策定の趣旨 

より良い高齢者福祉事業及び介護保険事業を実施していくため、社会情勢や家

族環境の変化に合わせた計画を策定し、高齢者福祉施策を進めていく必要があり

ます。「高齢者のみの世帯」及び「高齢者一人世帯」の増加等の状況を踏まえ、本町

は、美里町で生活する高齢者が、いつまでも自分がしたい「望む生活」を送ることが

できるように、一人一人が持っている力を発揮しながら、地域とつながり、支え合

い見守り合い、さらに、町、事業者、団体等と住民が目標を共有し、協働できる地

域づくりができる町を目指します。 

本町は、目指す町の姿に近づくため、『高齢者がいつまでも地域のなかで「望む

生活」を送ることができる町』を基本理念とし、これを達成するために、「一人一人

が元気になる活動の推進」、「みんなで支え合いができる地域づくり」、「自分らしく

生活するための権利を守ることの推進」という３つの目標を掲げた「美里町高齢者

福祉計画・第９期介護保険事業計画（以下「本計画」という。）」を策定しました。 

 

 

高齢者を取り巻く環境 
 

 

 
  

歳をとること
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第２節 計画策定の背景 

我が国の社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとのい

わゆる「縦割り」や、支援の「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域住

民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えつながる

ことで、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会（地域共

生社会）の実現を図るため、包括的に福祉サービス提供体制を整備する観点から、

市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介

護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護のデータ基盤の整備の推進、介

護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制度の創設等

の所要の措置を講ずることを趣旨として、介護保険法、老人福祉法を含めた改正

法「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が、（一部

を除き）令和３年４月１日に施行されました。 

さらに、今後、生産年齢人口が減少していく中で、急激に高齢化が進行する地域

もあれば、高齢化がピークを迎える地域もあるなど、高齢者人口や介護ニーズ等の

動向は地域ごとに異なるため、地域ごとの中長期的な人口動態や介護ニーズの見

込み等を踏まえ、各地域の状況に応じた介護サービス基盤の整備、地域の高齢者

介護を支える人的基盤の確保、介護現場における生産性の向上の推進等が重要と

なります。また、地域の実情に応じて、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るた

めの具体的な取組内容や目標を、優先順位を検討したうえで、介護保険事業（支援）

計画に定めることが重要であるとし、国は、介護保険事業に係る保険給付の円滑

な実施を確保するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を改正しました。 
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基本指針のポイント 

１ 介護サービス基盤の計画的な整備 

 ①地域の実情に応じたサービス基盤の整備 
・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サ

ービス種別の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に
応じて介護サービス基盤を計画的に確保していく必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的
かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者
と共有し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

②在宅サービスの充実 
・居住要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問看護、小規

模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの
更なる普及 

・居宅介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービ
スの整備を推進することが重要 

・居宅介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設に
よる在宅療養支援の充実 

 

２ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

 ①地域共生社会の実現 
・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得る

ものであり、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超え
て、地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観
点から、総合事業の充実を推進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、
重層的支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等
を担うことも期待 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会への理解を深め
ることが重要 

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるた
めの医療・介護情報基盤を整備 

③保険者機能の強化 
・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 
 

３ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善に
よる離職防止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施   

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進。介
護の経営の協働化・大規模化により、人材や資源を活用 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 
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第３節 計画の位置づけ 

１ 法的根拠 

この計画は、老人福祉法第２０条の８第１項に基づく市町村老人福祉計画及び介

護保険法第 117条第１項に基づく市町村介護保険事業計画として、一体的に策定

したものです。 

 

２ 関連計画との調和 

本計画は、宮城県高齢者福祉計画・介護保険支援事業計画である「みやぎ高齢

者元気プラン」及び「宮城県地域医療計画」等と整合を図り、かつ、本町の上位計

画である「第２次美里町総合計画・美里町総合戦略」、福祉部門の上位計画である

「美里町地域福祉計画」を踏まえ、保健福祉分野をはじめとした関連計画との調和

を図り策定したものです。 

 

■図から見る計画の位置づけ 

第２次美里町総合計画・美里町総合戦略 

          将来像：心豊かな人材を育み、地域産業が発展し、 

          にぎわいのある、生き生きとした暮らしができるまち 

 

保健・医療・福祉分野の基本的方向 

 「健やかで安心なまちづくり」 

 

 

美里町地域福祉計画 

町として地域福祉を進めるうえでの理念や仕組みをつくる計画 

反映                 ～調 和～ 

⇒⇒⇒   美里町高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画  

「美里町障害者計画」、「美里町障害福祉計画」等の関連計画  

    整合 

                          連携 

みやぎ高齢者元気プラン       宮城県地域医療計画                    

国
「
基
本
指
針
」 



 

7 
 

第４節 計画期間と計画策定の体制 

１ 計画期間 

本計画は、団塊の世代が７５歳以上の後期高齢者となる令和７年（２０２５年）と

ともに、団塊ジュニア世代が６５歳高齢期に到達する令和２２年（２０４０年）を見据

えつつ、介護保険法第１１７条第１項の規定により、令和６年度から令和８年度まで

の３年間を計画期間としますが、社会情勢の変化等を踏まえ、状況に応じて見直し

を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 計画策定の体制 

【事業計画策定委員会】 

公募により選出された介護保険被保険者を代表する方、介護サービスに関する

事業に従事する方、福祉団体を代表する方、地域住民で組織する団体を代表する

方、学識経験者の方等、多方面から幅広く委員を選出し、１２人で構成された「美里

町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」で、国及び県が示した基本

指針等の内容を踏まえ、委員の意見を適宜反映し、審議・検討を行いました。 

【住民参加と意見反映】 

計画策定にあたっては、現在、保健・福祉サービスや介護サービスを利用してい

る要支援・要介護認定者等をはじめ、介護保険被保険者である住民の意見反映が

肝要であることから、「美里町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」

における住民代表として、公募により選出された介護保険被保険者を代表する方

の委員としての参加、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」及び「在宅介護実態

調査」の実施、さらには、パブリックコメントの実施などの方法により、機会の確保

を図りました。 

さらに、第８期計画期間中に、各事業等で把握された住民の意見、各関係機関

の意見を反映することにも努めました。  

団塊の世代が 75 歳に 

令和７年（2025 年） 

団塊ジュニアの世代が 65 歳に 

令和 22 年（2040 年） 

令和７年度までの見通し 令和 22 年度までの長期展望 

第９期計画 

令和６年度 

～令和８年度 

第８期計画 

令和３年度 

～令和５年度 

第 10 期計画 

令和９年度 

～令和 11 年度 

第 14 期計画 

令和 21 年度 

～令和 23 年度 

第 11 期計画 

第 13 期計画 

～ 
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第２章 高齢者の現状と将来
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第 ２ 章 

高齢者の現状と将来推計 
 

第１節 人口と世帯の状況 

第２節 被保険者数及び要介護・要支援認定者数の

推移と推計 

第３節 介護保険サービスの状況 

第４節 アンケート調査結果の概要 
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第１節 人口と世帯の状況 

１ 人口推移 

本町の総人口は減少傾向で推移し、この傾向が長期的に継続すると見込まれま

す。年齢３区分でみても、いずれも減少傾向で推移するものと見込まれますが、減

少ペースの差異があり、高齢化率は上昇し、令和１２年には４０．１％と４割台に到

達し、令和２２年には４３．７％になるものと見込まれます。 

 

■人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※2020 年国勢調査人口を基準とし、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来  

推計人口（平成 30（2018）年推計）」をもとに線形補間を行い作成。 
 

 

 

 

  

第９期 



 

12 
 

4,132 4,053 3,974 3,895 3,816 3,657
3,020 2,529 2,665

2,748 2,806 2,865 2,923 2,982 3,076
3,450

3,150 2,513

1,662 1,671 1,678 1,687 1,696 1,684 1,638
1,963

2,206

8,542 8,530 8,517 8,505 8,494 8,417
8,108

7,642 7,384

19.5% 19.6% 19.7% 19.8% 20.0% 20.0% 20.2%

25.7%

29.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

令和３年度

（2021年）

令和４年度

（2022年）

令和５年度

（2023年）

令和６年度

（2024年）

令和７年度

（2025年）

令和８年度

（2026年）

令和12年度

（2030年）

令和17年度

（2035年）

令和22年度

（2040年）

85歳以上

75～84歳

65～74歳

85歳以上

の割合

(人)

２ 高齢者人口の推移 

本町の高齢者人口（６５歳以上）は、わずかながら減少傾向で推移し、本計画期計

画期間中には８，５００人を割り込むものと見込まれますが、年齢区分別にみると、 

６５～７４歳は一貫して減少、７５～８４歳は一貫して増加、８５歳以上は令和７年を

ピークに減少と、それぞれ異なる傾向になるものと見込まれます。 

また、長期的にみると、令和１７年以降、８５歳以上の増加が顕著であり、高齢者

人口に占める８５歳以上の割合は、令和１７年に２５．７％、令和２２年に２９．９％を

占めるものと見込まれます。 

 

■高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※2020 年国勢調査人口を基準とし、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来  

推計人口（平成 30（2018）年推計）」をもとに線形補間を行い作成。 

 

  

第９期 
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359 

492 

496 

571 

440 

447 

551 

675 

850 

783 

662 

695 

923 

1,039 

994 

652 

495 

324 

168 

346 

448 

487 

510 

389 

408 

515 

616 

778 

755 

637 

720 

888 

1,135 

1,043 

751 

791 

640 

521 

０ ～ ４歳

５ ～ ９歳

10 ～ 14歳

15 ～ 19歳

20 ～ 24歳

25 ～ 29歳

30 ～ 34歳

35 ～ 39歳

40 ～ 44歳

45 ～ 49歳

50 ～ 54歳

55 ～ 59歳

60 ～ 64歳

65 ～ 69歳

70 ～ 74歳

75 ～ 79歳

80 ～ 84歳

85 ～ 89歳

90歳以上

単位：人男性 女性

221

261

287

311

247

244

274

308

364

404

549

646

785

766

608

532

596

478

309

210

249

277

312

264

237

264

299

313

410

493

573

729

713

578

646

739

779

640

０ ～ ４歳

５ ～ ９歳

10 ～ 14歳

15 ～ 19歳

20 ～ 24歳

25 ～ 29歳

30 ～ 34歳

35 ～ 39歳

40 ～ 44歳

45 ～ 49歳

50 ～ 54歳

55 ～ 59歳

60 ～ 64歳

65 ～ 69歳

70 ～ 74歳

75 ～ 79歳

80 ～ 84歳

85 ～ 89歳

90歳以上

単位：人男性 女性

３ 人口構成の変化 

２０２０年国勢調査人口と国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推

計人口（平成３０（２０１８）年推計）」の２０４０年人口について、いわゆる「人口ピラミ

ッド」にしたものが下図です。 

２０２０年時点で、逆三角形に近い「つぼ型」を形成していますが、２０４０年にはさ

らに細い形となっています。 

 

■人口ピラミッドの変化 
 
2020 年国勢調査 
総人口 23,994 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2040 年推計 
総人口 16,915 人 
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8,532 8,513 8,393 7,842

5,174 5,460 5,609 5,849

60.6%
64.1%

66.8% 74.6%

0%

20%

40%

60%

80%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

令和２年

（2020年）

令和７年

（2025年）

令和12年

（2030年）

令和22年

（2040年）

一般世帯総数 高齢者のいる世帯 一般世帯に占める高齢者のいる世帯の割合

（世帯）

1,000
1,111

1,205
1,359

1,141 1,209 1,239 1,284

111.1%
120.5% 135.9%

100.0%
106.0% 108.6%

112.5%

0%

50%

100%

150%

0

1,000

2,000

3,000

令和２年

（2020年）

令和７年

（2025年）

令和12年

（2030年）

令和22年

（2040年）

高齢者単身

世帯

高齢者夫婦

のみの世帯

単身世帯

伸び

夫婦のみ

世帯伸び

（世帯）

４ 世帯数の推移 

令和２年国勢調査の結果をもとに、国立社会保障・人口問題研究所が平成３０

年に発表した「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」における宮城県の世

帯類型別の増減率を用いて、世帯数推計を行いました。 

本町の「一般世帯総数」は、長期的に減少傾向で推移する一方で、「高齢者のい

る世帯」は増加し、令和２２年には５，８４９世帯になるものと見込まれます。 

さらに「高齢者のいる世帯」について類型別にみると、令和２２年には要援護性

の高い「高齢者単身世帯」が顕著に増加し１，３５９世帯になるものと見込まれます。 

 

■一般世帯総数及び高齢者のいる世帯数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和 2 年は国勢調査。他は独自推計。下のグラフも同様。 
 

■高齢者のいる世帯・類型別の推移 
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第２節 被保険者数及び要介護・要支援認定者数の推移と

推計 

１ 被保険者数の推移と将来推計 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成３０（２０１８）

年推計）」による本町の推計人口をもとに、本計画における各種推計の基礎データ

として、国勢調査人口と第１号被保険者数との乖離（次頁参照）を性・年齢区分別

に補正したものが次のグラフです。 

本町の介護保険被保険者数は、当面、第１号（６５歳以上）は８，５００人前後、第

２号（４０～６４歳）は７，０００人前後で推移し、ともに短期及び中長期にわたり減

少傾向で推移するものと見込まれます。 

 

■本町の介護保険被保険者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア「見える化」システムにより作成。 

地域包括ケア「見える化」システムにより作成。 

 

  

8,572 8,569 8,569 8,568 8,568 8,478 8,126 7,665 7,441

7,465 7,341 7,215 7,091 6,965 6,887
6,579

6,102
5,266

16,037 15,910 15,784 15,659 15,533 15,365
14,705

13,767

12,707

0

10,000

20,000

令和３年度

（2021年）

令和４年度

（2022年）

令和５年度

（2023年）

令和６年度

（2024年）

令和７年度

（2025年）

令和８年度

（2026年）

令和12年度

（2030年）

令和17年度

（2035年）

令和22年度

（2040年）

第２号

第１号

(人)
第８期 第９期 



 

16 
 

■人口と第１号被保険者の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア「見える化」システム利用マニュアル 

【システム操作編② 将来推計】第 9.0 版 W2-12 頁 
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1,381
1,509 1,569

17.3%
18.3% 18.3%

15.4% 15.5% 15.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

第６期実績値

（年度平均）

第７期実績値

（年度平均）

第８期実績値

（年度平均）

(人)

要支援・要介護認定者数 認定率

(実数ベース)

認定率

(調整済)

２ 要介護・要支援認定者数の中期的推移 

要介護・要支援認定者数及び認定率について、第６期計画期間（平成２７～２９

年度）、第７期計画期間（平成３０～令和２年度）及び第８期計画期間（令和３～５年

度）の各期平均値を用いて中期的な推移としてみると、認定者数は、増加傾向で推

移し、第８期には１，５６９人となっています。 

認定率（要介護・要支援認定者数÷第１号被保険者数）は、実数ベースで第６期の

１７．３％から第７期は１８．３％に増加しましたが、第８期は横ばいで推移していま

す。 

調整済認定率※1は、第７期の１５．５％から第８期は１５．４％にわずかながら減少

しています。 

 

■要介護・要支援認定者数及び認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア「見える化」システムのデータにより作成。 

 

 
  

  
※1 調整済認定率：認定率の大小に大きな影響を及ぼす、「第１号被保険者数の性・年 
齢別人口構成」の影響を除外した認定率を意味する。（「地域包括ケア「見える化」
システム等を活用した地域分析の手引き」4 頁） 
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19.1%

18.7%

18.3%

21.3%

19.8%

18.1%

19.6%

17.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

全国

宮城県

美里町

栗原市

大崎市

色麻町

加美町

涌谷町

16.6%

16.5%

15.4%

16.4%

16.7%

15.2%

15.8%

14.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

全国

宮城県

美里町

栗原市

大崎市

色麻町

加美町

涌谷町

３ 認定率の比較 

認定率について、国、県、宮城県高齢者福祉圏域「大崎・栗原圏域」内の他市町

（栗原市、大崎市、色麻町、加美町、涌谷町）と比較すると、本町の認定率は、第１号

被保険者数全体では１８．３％と、国、県よりもやや低く、圏域内他市町との比較で

も低い水準に位置します。調整済認定率でも、同様の傾向です。 

 

■認定率・第１号被保険者数全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア「見える化」システム令和４年度データで作成。本頁下図及び次頁同様。 

 

 

■調整済認定率 
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18.1%

18.0%

16.8%

17.7%

18.9%

16.6%

17.5%

15.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

全国

宮城県

美里町

栗原市

大崎市

色麻町

加美町

涌谷町

59.0%

59.5%

58.0%

60.2%

60.1%

57.4%

56.6%

54.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全国

宮城県

美里町

栗原市

大崎市

色麻町

加美町

涌谷町

年齢区分により、特に後期高齢者についてみると、７５～８４歳は１６．８％、８５

歳以上は５８．０％です。どちらも、概ね中位の水準に位置しています。 

 

■認定率・75～84 歳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■認定率・85 歳以上 
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275 302 305 307 311 312 320 342 344 

148 148 163 165 166 167 166 176 173 

388 376 371 374 378 378 391 
411 416 

239 215 210 213 213 216 220 
232 240 

161 162 165 167 168 168 169 
181 190 

241 248 248 250 251 253 257 
273 283 146 146 141 141 143 144 146 

154 158 
1,598 1,597 1,603 1,617 1,630 1,638 1,669 

1,769 1,804 

0

500

1,000

1,500

2,000

令和３年度

（2021年）

令和４年度

（2022年）

令和５年度

（2023年）

令和６年度

（2024年）

令和７年度

（2025年）

令和８年度

（2026年）

令和12年度

（2030年）

令和17年度

（2035年）

令和22年度

（2040年）

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

(人)

４ 要介護・要支援認定者の推移と将来推計 

第８期計画期間における第２号被保険者を含めた要介護等認定者総数は、   

１，６００人前後で推移しています。 

直近の性別・年齢区分別の認定率が、今後も継続すると仮定した本計画期間中

の要介護等認定者数は、令和６年度には１，６１７人、令和７年度には１，６３０人、令

和８年度には１，６３８人で推移するものと見込まれます。 

また、さらに中長期の推計をすれば、令和１２年度は１，６６９人、令和２２年度で

は１，８０４人になるものと見込まれます。 

 

 

■要介護等認定者の推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

地域包括ケア「見える化」システムにより作成。 

 

 

 

  

第８期 第９期 
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602.4 599.7 657.5 706.0

231.6 287.2 305.1 316.4

1,125.0
1,159.6

1,198.8
1,282.5

1,959.0
2,046.5

2,161.4
2,304.9

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

第６期実績値

（年度平均）

第７期実績値

（年度平均）

第８期実績値

（年度平均）

第８期計画値

（年度平均）

(百万円)

施設サービス 居住系サービス 在宅サービス

93.5%

96.5%

93.1%

93.8%

第３節 介護保険サービスの状況 

１ 給付費の中期的推移 

給付費の合計は、第６期の約１９．６億円から第７期に約２０．５億円、さらに第８

期には約２１．６億円に増加しました。 

サービス系統別にみると、第７期から第８期にかけて在宅サービスが約１１．６億

円から約１２．０億円に、居住系サービスが約２．９億円から約３．１億円に、施設サー

ビスは約６．０億円から約６．６億円に、それぞれ増加しています。 

また、第８期の実績値は、給付費全体で計画値に対して９３．８％と見込みを  

６．２ポイント下回りました。サービス系統別には、在宅サービスは９３．５％、居住系

サービスは９６．５％、施設サービスは９３．１％となっており、いずれも計画値の見

込みを下回っています。 

 

■給付費の中期的推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア「見える化」システムのデータにより作成。 

※施 設 サービス:介護老人福祉施設/地域密着型介護老人福祉施設/介護老人保健施設/介護療養型医

療施設/介護医療院 

※居住系サービス:認知症対応型共同生活介護/特定施設入居者生活介護/地域密着型特定施設入居者

生活介護 

※在 宅 サービス:訪問介護/訪問入浴介護/訪問看護/訪問リハビリテーション/居宅療養管理指導/通所

介護/通所リハビリテーション/短期入所生活介護/短期入所療養介護/福祉用具貸与/

福祉用具購入費/住宅改修費/介護予防支援・居宅介護支援/定期巡回・随時対応型訪

問介護看護/夜間対応型訪問介護/認知症対応型通所介護/小規模多機能型居宅介護

/看護小規模多機能型居宅介護/地域密着型通所介護 

（居住系サービス、在宅サービスについては、予防給付を含む。） 
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２ サービス受給率の状況 

介護サービスの給付に関する主要の指標である「サービス受給率（サービス利用

者数÷第１号被保険者数）」について、国、県、圏域内市町と比較すると、本町は、全

体では１４．０％で県と同水準であり、圏域内では低い水準にあります。 

サービス系統別にみれば、在宅サービスは国、県の中間の水準であり、圏域内で

は低い水準、居住系サービスは高い水準である一方で、施設サービスは国、県、圏

域内の比較で最も低い水準です。 

 

■サービス受給率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア「見える化」システムの令和４年度データにより作成。以下同様。 

 

■在宅サービス受給率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注)基本統計値として把握されていない「在宅サービス利用者数」は次の利用者数で代用 

在宅サービス利用者数＝介護予防支援・居宅介護支援利用者数＋小規模多機能型居宅介護利用者数

＋看護小規模多機能型居宅介護利用者数 
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■居住系サービス受給率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設サービス受給率 
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３ 第１号被保険者１人あたり給付月額の状況 

介護サービスの給付に関する主要の指標である「第１号被保険者１人あたり給付

月額」についても、同様に比較すると、本町は、２１，２２９円であり、国、県よりもや

や低く、圏域内市町のなかでも最も低い額となっています。 

サービス系統別にみれば、在宅サービスは国と県の中間的な水準で圏域内市町

のなかで２番目に低い額、居住系サービスは国、県よりも高い水準で圏域内市町の

なかで２番目に高い額、施設サービスは国、県及び圏域内市町のなかでも顕著に

低い額となっています。 

 

■第１号被保険者１人あたり給付月額 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケア「見える化」システムの令和４年度データにより作成。以下同様。 

 

 

■第１号被保険者１人あたり給付月額・在宅サービス 
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2,936

2,696

3,056

3,154

1,871

776

1,967

2,785

0 1,000 2,000 3,000 4,000

全国

宮城県

美里町

栗原市

大崎市

色麻町

加美町

涌谷町

(円)

8,006

8,557

6,424

8,805

8,115

11,394

12,498

9,330

0 5,000 10,000 15,000 20,000

全国

宮城県

美里町

栗原市

大崎市

色麻町

加美町

涌谷町

(円)

■第１号被保険者１人あたり給付月額・居住系サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第１号被保険者１人あたり給付月額・施設サービス 
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第４節 アンケート調査結果の概要 

１ 調査摘要 

高齢者の意識、健康状態、生活実態、介護環境及び在宅介護をめぐる課題等の

調査項目を通じ、日常生活や地域における課題、ニーズ等を把握し、本計画策定等

の基礎資料とするため、「令和４年度高齢者福祉に関するアンケート調査」として

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」及び「在宅介護実態調査」の２種の調査を実

施しました。 
 

※詳細については、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果報告書」及び「在宅介

護実態調査結果報告書」を参照。 

 

区分 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 在宅介護実態調査 

調査対象 一般高齢者及び要支援者 在宅で生活している要介護・要支援者 

配布数等 
配 布 数：1,500 
有効回収数：1,066 
有効回収率：71.1％ 

配 布 数：750 
有効回収数：474 
有効回収率：63.2％ 

調査方法 郵送方式による配布・回収 郵送方式による配布・回収 

調査時期 令和５年２月 令和５年２月 

 

 

※アンケート調査結果についての注記  

○比率は百分率（％）で表し、小数点以下２位を四捨五入して算出している。従って、合計

が 100％を上下する場合があります。 

○基数となるべき実数は、“n（回答者数）=○○○”として掲載し、各比率は“n=○○○”

を 100％として算出しました。 

○【複数回答】とある問は、１人の回答者が複数の回答をしてもよい問のため、各回答の合

計比率は 100％を超える場合があります。また、図表において無回答について省略して

います。 

○問の中には回答を限定する問があり、回答者の数が少ない問が含まれます。 
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11.5

48.4

3.6

10.8

16.5

14.7

3.7

7.3

7.4

15.7

3.5

3.3

1.4

0.9

0.8

0.5

21.1

5.2

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ない

高血圧

脳卒中（脳出血・脳梗塞など）

心臓病

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎など）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

腎臓・前立腺の病気

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症など）

外傷（転倒・骨折など）

がん（悪性新生物）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病など）

パーキンソン病

目の病気

耳の病気

その他

ｎ=1061

２ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（１）現在治療中または後遺症のある病気 

「高血圧」が最も多く４８．４％、次いで「目の病気」が２１．１％、以下「糖尿病」が 

１６．５％、「筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）」が１５．７％、「高脂血症（脂質

異常）」が１４．７％となっています。 

 

■現在治療中または後遺症のある病気 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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7.4 74.1 14.8

1.3

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

ｎ

1061

0.2

0.5

0.7

3.7

2.6

21.0

8.9

15.5

21.7

8.4

13.8

3.2

0% 5% 10% 15% 20% 25%

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

10点

無回答

ｎ=1061

（２）主観的健康感 

主観的健康感は「まあよい」が７４．１％と最も多く、「とてもよい」（７．４％）と合

わせて約８割が良好と認識しています。 

 

■主観的健康状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）幸福度 

現在の幸福度について、「８点」が最も多く２１．７％、次いで「５点」が２１．０％、

「７点」が１５．５％、「１０点」が１３．８％となっています。 

 

■幸福度 
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16.9 36.3 32.0 14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高頻度参加 低頻度参加 不参加 無回答

ｎ

1061

86.0

88.6

73.5

12.3

9.6

23.5

1.7

1.8

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高頻度参加

低頻度参加

不参加

良好 非良好 無回答

ｎ

179

385

340

（４）地域活動への参加状況 

本調査では、「①ボランティアのグループ」から「⑧収入のある仕事」の８種の活動

について、「週４回以上」、「週２～３回」、「週１回」、「月１～３回」、「年に数回」、「参

加していない」の６肢で回答を得ています。このうち「⑧収入のある仕事」を除く７

種の狭義の地域活動について、いずれか１項目でも「週１回」以上の回答をした票を

「高頻度参加」、同様に、「月１～３回」及び「年に数回」と回答した票を「低頻度参

加」、上記以外の票（①～⑦すべて無回答の票を除く）を「不参加」とする３群に統合

して集計しました。その結果、「高頻度参加」は１６．９％、「低頻度参加」は３６．３％、

「不参加」は３２．０％となっています。 
 

■地域活動への参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域活動への参加状況と主観的健康状態＞ 

現在の健康状態について、「１．とてもよい」と「２．まあよい」を合わせたものを

「良好」とし、「３．あまりよくない」と「４．よくない」を合わせたものを「非良好」とし

て統合し、地域活動への参加状況とクロス集計しました。 

「高頻度参加」と「低頻度参加」の間に顕著な差はありませんが、「不参加」では

10 ポイント程度「良好」が減少し、「非良好」が増加しています。 

 

■地域活動への参加状況と主観的健康状態 
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54.7

45.5

38.5

39.1

47.0

47.9

3.9

6.0

9.1

2.2

1.6

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高頻度参加

低頻度参加

不参加

高得点 中得点 低得点 無回答

ｎ

179

385

340

74.9

65.5

47.4

21.2

28.8

46.2

3.9

5.7

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高頻度参加

低頻度参加

不参加

生きがいあり 思いつかない 無回答

ｎ

179

385

340

＜地域活動への参加状況と幸福度＞ 

現在の幸福度について、８点から１０点を「高得点群」、５点から７点を「中得点

群」、０点から４点を「低得点群」として３群に統合し、クロス集計しました。 

「高頻度参加」は「高得点」が５４．７％と５割以上ですが、「低頻度参加」は    

４５．５％と４割台に、「不参加」は３８．５％と３割台に減少し、「中得点」と「低得点」

は逆に増加しています。 

 

■地域活動への参加状況と幸福度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域活動への参加状況と生きがい＞ 

生きがいの有無は、参加度合いが低減するにつれ「生きがいあり」が減少し、「思

いつかない」が増加しています。 
 

■地域活動への参加状況と生きがい 
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41.3

41.6

28.8

57.0

55.6

68.8

1.7

2.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高頻度参加

低頻度参加

不参加

はい いいえ 無回答

ｎ

179

385

340

43.0

37.4

17.1

15.1

16.9

12.4

21.8

22.9

33.2

17.9

19.0

34.1

2.2

3.9

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高頻度

低頻度

不参加

地域として

何かできる

ことがあれ

ば協力したい

今は無理でも、

今後勉強して

何か力になり

たい

自分にはそう

いう力がない

ので、特に

できること
はない

何をどうしたら

いいのか分から

ない

無回答

ｎ

179

385

340

＜認知症に関する相談窓口の認知＞ 

認知症に関する相談窓口の認知は、「高頻度参加」及び「低頻度参加」は「はい」

が４割台ですが、「不参加」は２８．８％にとどまり、「いいえ」が６８．８％を占めてい

ます。 
 

■地域活動への参加状況と認知症に関する相談窓口の認知  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜まわりに認知症の方がいた場合にどう行動したいか＞ 

まわりに認知症の方がいた場合にどう行動したいかでは、参加度合いが高いほ

ど「地域として何かできることがあれば協力したい」が多く、参加度合いが低減する

につれ「自分にはそういう力がないので、特にできることはない」、「何をどうしたら

いいのか分からない」が増加しています。 
 

■まわりに認知症の方がいた場合にどう行動したいか 

 

 

  



 

32 
 

12.3 

21.8 

18.4 

29.1 

15.6 

9.5 

29.1 

11.7 

22.1 

8.8 

31.9 

18.4 

7.0 

27.3 

3.5 

8.5 

8.5 

23.2 

10.9 

9.7 

45.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自治会・町内会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・役場

その他

そのような人はいない

高頻度参加

低頻度参加

不参加

16.2

8.6

3.5

51.4

58.2

35.6

12.8

19.7

57.6

15.6

10.6

0.6

3.9

2.9

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高頻度参加

低頻度参加

不参加

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

ｎ

179

385

340

＜家族や友人・知人以外の相談相手＞ 

家族や友人・知人以外の相談相手では、「高頻度参加」及び「低頻度参加」は「社

会福祉協議会・民生委員」が約２割、「自治会・町内会・老人クラブ」が約１割となっ

ていますが、「不参加」はいずれも顕著に低く、「そのような人はいない」が４５．９％

と５割近くになっています。 
 

■家族や友人・知人以外の相談相手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 

 

＜地域活動への参加状況と参加者としての参加意向＞ 

地域活動への参加者としての参加意向は、参加度合いが高いほど「是非参加し

たい」が多くなっています。「不参加」は「参加したくない」が５７．６％と約６割を占

めるものの、「是非参加したい」が３．５％、「参加してもよい」が３５．６％であり、両

者を合わせれば３９．１％と約４割が参加意向を示しています。 
 

■地域活動への参加状況と参加者としての参加意向  
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82.2

87.6

91.1

91.5

87.7

81.4

65.5

39.5

8.0

5.0

4.7

5.0

3.1

8.7

14.9

15.8

5.2

4.5

1.9

1.3

3.6

5.0

14.9

36.8

4.6

2.9

2.3

2.2

5.6

5.0

4.6

7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

高い やや低い 低い 無回答

手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）

ｎ

477

579

258

317

195

161

87

38

85.2 6.3 4.8 3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高い やや低い 低い 無回答

ｎ

1061

（５）手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）※2 

老研式活動能力指標による手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）の判定は、全体では、

「高い」が８５．２％、「やや低い」が６．３％、「低い」が４．８％となっています。 

 

■手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜性別・年齢区分別＞ 

性別では、「女性」は「男性」より「高い」が５．４ポイント多くなっています。 

年齢区分では、「70～74 歳」以降、「高い」が減少し、「低い」が増加しています。

特に「85～89 歳」以降、ＩＡＤＬが顕著に低下していいます。 

 

■性別・年齢区分別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
※2 手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）：Instrumental Activity of Daily Living の 
略。食事、排泄、入浴などの日常生活動作よりも高次で、買物、電話、金銭管理な
どの複雑な動作を行う生活能力のこと。 
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15.4 

55.2 

25.0 

9.0 

50.3 

50.8 

47.3 

50.9 

6.1 

11.9 

44.8 

11.9 

3.0 

56.7 

46.3 

44.8 

47.8 

10.4 

7.8 

31.4 

5.9 

0.0 

15.7 

25.5 

27.5 

37.3 

33.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

介護予防に関する知識を習得する

体操をするなど体を動かす

趣味やサークル等で活動する

ボランティアなど地域に

関わる活動をする

年齢にかかわらず、無理の

ない範囲で仕事をする

栄養バランスに配慮した食事をとる

食後の歯みがきや、定期的な

歯科検診などを心がける

病気を治療する

特になし

高い

やや低い

低い

＜介護予防のために実践していること＞ 

介護予防のために実践していることでは、ＩＡＤＬが「高い」または「やや低い」では

「体操をするなど体を動かす」など多くの項目で４～５割台となっていますが、「低

い」では、「病気を治療する」が３７．３％、「特になし」が３３．３％、「体操をするなど

体を動かす」が３１．４％となっています。 
 

■介護予防のために実践していること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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14.8 79.8 5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

該当 非該当 無回答

ｎ

1061

11.9

17.3

5.0

8.8

12.3

21.1

41.4

57.9

84.3

76.0

90.7

86.4

84.1

73.3

44.8

34.2

3.8

6.7

4.3

4.7

3.6

5.6

13.8

7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

女性

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

該当 非該当 無回答

運動器の機能低下

ｎ

477

579

258

317

195

161

87

38

(6）運動器の機能低下 

運動器の機能低下を判定する項目によると全体では、「該当」は１４．８％となっ

ています。 

 

■運動器の機能低下 

 

 

 

 

 

 

 

＜性別・年齢区分別＞ 

性別では、男性よりも女性に「該当」が多く、年齢区分では、年齢があがるにつれ

「該当」の割合が高くなっています。９０歳以上は５７．９％と約６割が「該当」となっ

ています。 

 

■性別・年齢区分別 
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58.6

85.6

38.2

12.3

3.2

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

該当

非該当

良好 非良好 無回答

ｎ

157

847

10.8

1.4

3.2

4.4

61.8

68.9

24.2

25.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

該当

非該当

週１回以上の参加 週１回未満の参加 参加していない 無回答

ｎ

157

847

＜運動器の機能低下と主観的健康感＞ 

主観的健康感では、「非該当」は、８５．６％と８割以上が「良好」ですが、「該当」は

５８．６％にとどまり、「非良好」が３８．２％と約４割を占めています。 
 

■運動器の機能低下と主観的健康感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜介護予防のための通いの場への参加度＞ 

地域活動のうち特に介護予防のための通いの場への参加度（問５（１）⑤）をみる

と、「該当」、「非該当」ともに「参加していない」が６割以上を占めていますが、介護

予防のための通いの場に関して、より参加の必要度が高い「該当」は６１．８％であ

り、「週１回以上の参加」は１０．８％にとどまります。 
 

■介護予防のための通いの場への参加度 

 

 

 

 

 

 

 

注)「週４回以上」、「週２～３回」、「週１回」を「週１回以上参加」に、「月１～３

回」、「年に数回」を「週１回未満参加」に統合。 
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78.3 10.2 7.4 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入所・入居は

検討していない

入所・入居を

検討している

すでに入所・

入居申し込

みをしている

無回答

ｎ

460

45.0

27.7

17.6

35.0

46.8

20.6

14.7

21.3

52.9

5.3

4.3

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未検討

検討中

申込済

要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３～５ 無回答

ｎ

360

47

34

３ 在宅介護実態調査 

（１）施設等への入所・入居の検討状況からの分析 

「すでに入所・入居申し込みをしている」は７．４％、「入所・入居を検討している」

は１０．２％であり、「入所・入居は検討していない」は７８．３％と約８割が、まだ入所

等の検討はしていない状況となっています（以下、「入所・入居は検討していない」

を「未検討」、「入所・入居を検討している」を「入所等検討」、「すでに入所・入居申し

込みをしている」を「申込済」と省略）。 

 

■施設等への入所・入居の検討状況 

 

 

 

 

 

 

 

＜要介護等認定状況＞ 

調査対象者の要介護等認定の状況を、原則として介護保険三施設への入所の

対象となっていない「要支援１・２」及び「要介護１・２」、対象となる「要介護３～５」

の３群に統合し、入所等の検討状況とクロス集計しました。 

「申込済」は「要介護３～５」が５２．９％と約５割を占めます。全体的にみれば、

「未検討」よりも「検討中」、さらに「申込済」とより重い区分の分布となっています。 

また、「未検討」の１４．７％、「検討中」の２１．３％は「要介護３～５」であり、今後、

入所等の申し込みに転じる可能性が相対的に高い集団として留意する必要があり

ます。 

 

■施設等への入所・入居の検討状況と要介護等認定状況  
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13.1 

23.6 

5.3 

5.8 

2.2 

23.9 

2.2 

15.8 

21.7 

3.6 

1.4 

19.2 

22.5 

24.4 

5.0 

0.8 

10.6 

19.1 

0.0 

8.5 

2.1 

27.7 

2.1 

12.8 

46.8 

4.3 

4.3 

19.1 

27.7 

23.4 

2.1 

2.1 

14.7 

8.8 

2.9 

2.9 

5.9 

20.6 

0.0 

5.9 

50.0 

2.9 

0.0 

23.5 

8.8 

26.5 

2.9 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患

（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症など）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患

（視覚・聴覚障害を伴うもの）

その他

なし

わからない

未検討

検討中

申込済

＜現在抱えている傷病＞ 

現在抱えている傷病をみると、「検討中」及び「申込済」はいずれも「認知症」が約

５割で他の傷病に比べ顕著に多くなっています。「未検討」も２１．７％であり、上位

の項目ではありますが、「入所等検討」及び「申込済」とはおよそ約２５～３０ポイン

トの差があります。「認知症」が入所等の検討・申し込みに関して有力な契機となる

傷病であることがうかがわれます。 

 

■施設等への入所・入居の検討状況と現在抱えている傷病  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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9.2 55.7 10.7

3.1 3.1

18.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題なく

続けて

いける

問題はあるが

何とか続けて

いける

続けていく

のはやや

難しい

続けていく

のはかなり

難しい

主な介護者に

確認しないと

わからない

無回答

ｎ

131

64.9 13.7 21.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

継続可能 継続困難 不明・無回答

ｎ

131

（２）主な介護者の介護継続の見込みからの分析 

フルタイムあるいはパートタイムで働いている調査対象者の主な介護者（n=１３１）

に、今後も働きながら介護を続けていかれるかどうかについて回答を得たものが、

次のグラフです。 

■介護継続の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これを「問題なく、続けていける」と「問題はあるが、何とか続けていける」を統合

して「継続可能」（６４．９％、n=85）とし、「続けていくのは、やや難しい」と「続けて

いくのは、かなり難しい」を統合して「継続困難」（１３．７％、n=１８）に、さらに「主な

介護者に確認しないとわからない」と「無回答」を統合して「不明・無回答」     

（２１．４％、n=28）としたものが次のグラフです（なお、「不明・無回答」は小数点第

２位を四捨五入した値を表記しているため、上のグラフの単純合計とはなりませ

ん。）。 

 

■介護継続の見込み（統合） 
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8.2 

22.4 

7.1 

7.1 

2.4 

28.2 

2.4 

14.1 

37.6 

5.9 

2.4 

17.6 

24.7 

25.9 

1.2 

2.4 

11.1 

16.7 

0.0 

0.0 

0.0 

16.7 

5.6 

22.2 

27.8 

5.6 

0.0 

16.7 

27.8 

16.7 

5.6 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

悪性新生物（がん）

呼吸器疾患

腎疾患（透析）

筋骨格系疾患

（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症など）

膠原病（関節リウマチ含む）

変形性関節疾患

認知症

パーキンソン病

難病（パーキンソン病を除く）

糖尿病

眼科・耳鼻科疾患

（視覚・聴覚障害を伴うもの）

その他

なし

わからない

継続可能

継続困難

＜現在抱えている傷病＞ 

調査対象の要介護者が現在抱えている傷病は、いずれも「認知症」が最上位にあ

げられていますが、「継続可能」が３７．６％、「継続困難」は２７．８％となっています。 

多くの傷病で「継続可能」の回答がより多くなっていますが、「脳血管疾患（脳卒

中）」、「膠原病（関節リウマチ含む）」、「変形性関節疾患」、「眼科・耳鼻科疾患（視

覚・聴覚障害を伴うもの）」は「継続困難」がやや多くなっています。 

 

■介護継続の見込みと現在抱えている傷病 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        ※複数回答 

＜主な介護者が不安を感じる介護＞ 
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28.2 

36.5 

12.9 

27.1 

9.4 

9.4 

25.9 

37.6 

23.5 

47.1 

8.2 

29.4 

31.8 

29.4 

5.9 

9.4 

5.9 

38.9 

33.3 

16.7 

38.9 

11.1 

16.7 

16.7 

33.3 

11.1 

44.4 

0.0 

22.2 

11.1 

33.3 

5.6 

5.6 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨きなど）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎など

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマなど）

食事の準備（調理など）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物など）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは特にない

主な介護者に確認しないとわからない

継続可能

継続困難

主な介護者が不安を感じる介護では、「継続困難」及び「継続可能」のいずれも

「認知症状への対応」を最上位にあげていますが４割台で大きな差異はありません。 

「継続困難」がより１０ポイント程度多く回答している項目は、「日中の排泄」   

（１０．７ポイント差）、「入浴・洗身」（１１．８ポイント差）となっています。 

 

■介護継続の見込みと主な介護者が不安を感じる介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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14.1 

35.3 

31.8 

32.9 

8.2 

3.5 

5.9 

27.1 

4.7 

14.1 

3.5 

16.7 

38.9 

22.2 

22.2 

5.6 

11.1 

0.0 

38.9 

0.0 

11.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自営業・フリーランスなどのため、勤め先はない

介護休業・介護休暇などの制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないとわからない

継続可能

継続困難

＜効果のある勤め先からの支援＞ 

効果のある勤め先からの支援をみると、「継続困難」は「介護休業・介護休暇など

の制度の充実」とともに「介護をしている従業員への経済的な支援」が３８．９％と

最も多くなっています。特に「介護をしている従業員への経済的な支援」は「継続可

能」（２７．１％）よりも１１．８ポイント多くなっています。 

 

■介護継続の見込みと効果のある勤め先からの支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答 
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第３章 目指す町の姿 

 

 

 

 

第 ３ 章 

目指す町の姿 

 

第１節 基本理念と目標 

第２節 基本理念達成のための体系図 

第３節 日常生活圏域の考え方 
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第１節 基本理念と目標 

住民一人一人が人と地域とのつながりを大事にし、思いやりの気持ちを持って、

共に支え合う体制を構築するため、基本理念(目的)を設定し、目指す町の姿を次

のように描きました。また、基本理念（目的）を達成するために３つの目標を掲げま

す。 

～基本理念（目的）～ 

高齢者がいつまでも地域のなかで「望む生活」を送ることができる町 

 

目指す町の姿  

●美里町で生活する高齢者が、いつまでも自分がしたい「望む生活」を送ることがで

き、楽しく生活ができるように、一人一人が持っている力を発揮しながら、地域のつ

ながりがあり、支え合い見守りあうことができる町を目指します。 

●町、事業者、団体等と住民が目標を共有し、協働できる地域づくりを目指します。 

  

目標１ 一人一人が元気になる活動の推進 

（基本方針※） 

一人一人が介護予防や重症化予防になる活動として、身体機能を維持するための活動等の

他、社会参加や役割の発揮等に取り組んでいる状態を目指します。介護予防に資するサービス

や通いの場の支援の他、地域での社会参加やこれまで培った技術や知識等を生かせる活動の

しくみづくりを進めます。 

 

目標２ みんなで支え合いができる地域づくり 

（基本方針） 

高齢者が自立した生活がしやすくなり、また、地域住民のつながりを強化し、みんなで支え合

いながら生活ができている状態を目指します。在宅生活の支援体制の充実を図るとともに、世

代間交流を含めた地域とのつながりづくりを進めます。 

 

目標３ 自分らしく生活するための権利を守ることの推進 

（基本方針） 

高齢者や認知症がある人への偏見がなく、その人が望む生活を、本人と本人に関わる人がと

もに考えられる状態を目指します。啓発と相談支援体制の構築を進め、尊厳を守る支援ができ

るしくみづくりを進めます。 

※基本方針とは、目的を達成するためのやり方・姿勢・方向性 
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第２節 基本理念達成のための体系図 

基本理念の『高齢者がいつまでも地域のなかで「望む生活」を送ることができる

町』を実現するため、３つの目標における基本方針に基づき、施策の方向性を示し、

各事業を展開します。 

～基本理念（目的）～ 

高齢者がいつまでも地域のなかで「望む生活」を送ることができる町 

 

目標１ 一人一人が元気になる活動の推進 

施策の方向性（１）介護予防や重症化予防の体制づくり 

＜重点施策＞ 

① リハビリテーション専門職による『通いの場の活動の支援』や『介護予 

防サポーターの育成の支援』の実施 

     ② 重症化予防の体制づくり 

     ③ 高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業の実施 

施策の方向性（２）地域での社会参加がしやすい体制づくり 

＜重点施策＞ 

① ７０歳の健康状態把握事業の実施 

② くらしのサポーターと介護予防サポーターの育成と活動のしくみづくり 

 

目標２ みんなで支え合いができる地域づくり 

施策の方向性（１）在宅生活の支援体制の充実 

＜重点施策＞ 

① 訪問型サービス A の実施 

② 配食サービスの実施回数の拡大 

③ 高齢者紙おむつ等支給事業の対象者の拡大 

施策の方向性（２）支え合いのしくみづくり 

＜重点施策＞ 

① 通いの場を活用した買い物支援のしくみづくり 

② くらしのサポーターと介護予防サポーターの育成と活動のしくみづくり 

③ 支え合いの活動に参加しやすい環境づくり 

④ 介護サービス事業所と地域住民との交流のしくみづくり 

   

目標３ 自分らしく生活するための権利を守ることの推進 

施策の方向性（１）権利擁護の相談支援体制の整備 

＜重点施策＞ 

① 中核機関の設置と運営 
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施策の方向性（２）認知症の相談支援体制の充実 

＜重点施策＞ 

① 認知症ケアパスの改正 

② 認知症地域支援推進員の活動の推進 

施策の方向性（３）医療や介護の相談体制の充実 

＜重点施策＞ 

① 介護サービス事業所との情報共有の推進 

② 認知症初期集中支援事業の実施 

 

 

みんな笑顔で「望む生活」を送ることができる町へ 

 
 
 
 

 
 

 

 

 

第３節 日常生活圏域の考え方 

地域の要介護者が住み慣れた地域で適切なサービスを受けながら生活できるよ

うに、町内における地理的条件、人口、交通事情など、その他の社会的条件、介護

給付等対象サービスを提供するための施設整備の状況等の条件を総合的に勘案

し、日常生活圏域を設定して取り組むことが計画で求められています。 

本町では地域全体で支え合っていくための基盤整備をする必要があることから、

本計画においても町全体を１圏域として日常生活圏域を設定し、『高齢者がいつま

でも地域のなかで「望む生活」を送ることができる町』という基本理念を達成する

ため、『一人一人が元気になる活動の推進』・『みんなで支え合いができる地域づく

り』・『自分らしく生活するための権利を守ることの推進』の３つの目標を推進して

いきます。 
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第４章 一人一人が元気にな

る活動の推進に向けて 
 

第 ４ 章 

一人一人が元気になる 

活動の推進に向けて 

 

 

第１節 介護予防や重症化予防の体制づくり 

第２節 地域での社会参加がしやすい体制づくり 
 
 
 
 

  



 

50 
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第１節 介護予防や重症化予防の体制づくり 

＜重点施策①＞ 

リハビリテーション専門職による『通いの場の活動の支援』や『介護予防

サポーターの育成の支援』の実施 

地域において、リハビリテーション専門職が自立支援につながるフレイル予防、介

護予防活動の地域展開を図るとともに、住民主体の通いの場を充実させ、人と人と

のつながりを通じて通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを支援して

きました。 

今後は更に、介護予防サポーターの育成をリハビリテーション専門職と連携して

行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜重点施策②＞ 

重症化予防の体制づくり 

本町の傾向として、要支援１・２、要介護１の軽度認定者が全体の半数を占めて

います。どのような身体状態であっても介護予防を行える町を目指し、今ある資源、

人と事業をうまく連動させながら介護予防を充実・重症化予防の体制づくりをし

ていきます。 

 

＜重点施策③＞ 

高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業の実施 

本事業は、高齢者保健事業と国民健康保険保健事業と地域支援事業の３つの

事業を一体的に行うものです。町（地域）ぐるみで介護・フレイル予防を一体的に実

施することで、高齢者の健康寿命の延伸を図ることを目的としています。高齢者の

医療・介護データ等を分析して町の健康課題を把握し、高齢者に対する個別的支

援（ハイリスクアプローチ）と、通いの場等への積極的な関与（ポピュレーションアプ

ローチ）の２つの事業を実施していきます。 

なお、本事業は後期高齢者医療制度を管轄する町民生活課が主管課となり、企

画調整を担う健康福祉課と庁内連携を図りながら事業を推進していきます。 

フレイルとは 

加齢に伴い、筋力が衰え疲れやすくなった

り、家に閉じこもりがちになるなど、年齢を重

ねたことで生じやすい衰え全般のことを「フレ

イル」といいます。 

健康な状態から要介護状態になる前の段

階で放置すると、健康や生活機能を損なうお

それがあります。 



 

52 
 

第２節 地域での社会参加がしやすい体制づくり 

＜重点施策①＞ 

７０歳の健康状態把握事業の実施 

７０歳の健康状態把握事業は、町内在住で、当該年度に７０歳に到達する要支援

者及び要介護者を除く高齢者の方を対象に調査票（いきいき健康度チェック）を郵

送・回収し、健康状態及び生活状態の把握を行うものです。対象者へはフレイル、

介護予防、認知症予防、その他の町の事業や、高齢者の相談窓口である地域包括

支援センターについて情報提供します。また、必要に応じて介護予防活動等への参

加勧奨を行います。 

なお、調査票未返信で医療、介護及び介護予防等の情報が得られない等の高齢

者の方に対しては、必要に応じて自宅訪問等の方法により、生活状況等の把握、確

認を行うほか、その状況等について、地域包括支援センター、社会福祉協議会及び

民生委員等の関係機関・関係者と十分に連絡調整と情報共有を行います。 

 

＜重点施策②＞ 

くらしのサポーターと介護予防サポーターの育成と活動のしくみ 

づくり 

本町でも少子高齢化が進み、家族形態や稼働世代の暮らし方・働き方が大きく

変化しています。それに伴い、以前はどこにでもあった隣近所とのつながりや支え

合いは少なくなりつつありますが、今あるつながりを活かしつつ、新しい支え合い

で地域の困りごとを解決する担い手への期待が高まっています。そこで、仲間とと

もに協働しながら地域課題の解決に向けて取り組むことのできる人材「くらしのサ

ポーター」を養成し、その人らしい地域でのくらしのサポートと「おたがいさまの支

え合い活動」の充実を図ります。 

また、介護予防に関する知識を学び、自分自身の健康づくりを行いながら、地域

においても高齢者の健康づくりを支えることのできる人財（＝人材）として「介護予

防サポーター」を養成し、年齢を重ねても生きがいや役割をもって生活できる地域

の構築、地域での社会参加がしやすい体制づくりを目指します。 
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第５章 みんなで支え合いが

できる地域づくりに向けて 

 

第 ５ 章 

みんなで支え合いができる 

地域づくりに向けて 

 

 

第１節 在宅生活の支援体制の充実 

第２節 支え合いのしくみづくり 

 
 
 
 
 
 
 

  



 

54 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

55 
 

第１節 在宅生活の支援体制の充実 

＜重点施策①＞ 

訪問型サービスＡの実施 

訪問介護員（ホームヘルパー）等が要支援者等の自宅を訪問して、身体的な介助、

調理・洗濯・掃除等の家事、生活等に関する相談・助言等の必要な日常生活の世話

を行うサービスを実施しています。 

本町では、旧介護予防訪問介護に相当するサービスである「訪問介護に相当す

るサービス」、緩和した基準によるサービスである「訪問型サービスＡ」などの多様

なサービスの実施を検討します。 

 

＜重点施策②＞ 

配食サービスの実施回数の拡大 

本町では、在宅の６５歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯であって自立支援

の観点からサービス利用が必要と判断された方に、定期的に昼食（弁当）を届け、

栄養バランスの取れた食事を提供するとともに、利用者の安否確認を行っていま

す。また、同時に、利用される方について行政区長・民生委員・社会福祉協議会等

と行政が情報共有し地域での見守りを行っています。 

配食サービスは、美里町社会福祉協議会への委託事業として実施しており、利

用者に対して第８期計画までは週２回のサービス提供でしたが、安定した食の確保

の観点から、本計画期間は回数を増やしてサービス提供を行います。 

今後も委託先との連携とともに、本事業を広く周知して利用の拡大に努めます。 

 

＜重点施策③＞ 

高齢者紙おむつ等支給事業の対象者の拡大 

第８期計画までは、非課税世帯であり、介護保険法に基づく要介護に認定され

た常時失禁状態にある６５歳以上の高齢者を介護する家族に対し、経済的負担を

軽減して、在宅介護の継続を支援することを目的に紙おむつ等の支給利用券の交

付を行ってきました。 

しかしながら、年々一人暮らし高齢者の方が増加しており、家族に直接介護され

る環境にない高齢者の方が増えています。失禁があることにより生じる高齢者の

生活上の不安を軽減し、自立支援を図るため、本計画期間では、紙おむつ等の支

給利用券の交付対象者を拡大し、非課税世帯で要介護に認定された常時失禁状

態にある６５歳以上の本人に対して紙おむつ等の支給利用券の交付を行います。 
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第２節 支え合いのしくみづくり 

＜重点施策①＞ 

通いの場を活用した買い物支援のしくみづくり 

移動手段がない等の理由で買い物が困難になっている方に対し、いきいき百歳

体操をきっかけとして地域ごとに広がっている「通いの場」や、今後展開が期待さ

れる様々な形態での「通いの場」等を活用しながら、移動販売車の訪問や「通いの

場」から買い物場所へ出向いていくなど、社会福祉協議会等の関係機関と買い物

支援のしくみづくりを検討していきます。 

 

＜重点施策②＞ 

くらしのサポーターと介護予防サポーターの育成と活動のしくみ 

づくり 

くらしのサポーター、介護予防サポーターが学んだことを活かせる機会や高齢者

の困りごとを支えるためのマッチングのしくみづくりを検討します。 

 

＜重点施策③＞ 

支え合いの活動に参加しやすい環境づくり 

ニーズ調査において、約４割の方が地域活動への参加意向があることから、意欲

がある方が様々な形での「支え合い」活動に気軽に参加できるしくみづくりを社会

福祉協議会等の関係機関と協力しながら検討します。 

 

＜重点施策④＞ 

介護サービス事業所と地域住民との交流のしくみづくり 

住み慣れた地域の中で望む生活を送るためには、介護サービス事業所への入所

など介護保険サービス等を利用するようになっても、家族や友人、地域とのつなが

りが保たれることが大切です。介護サービス事業所と地域、さらには地域住民が交

流を図り、お互いを知ることで、身近な存在として一緒に地域づくりをしていけるよ

うに、介護サービス事業所及び地域住民と協力しながら交流のしくみづくりを進め

ていきます。 

また、核家族化が進む中、高齢者の方と身近に接する機会も減少し、高齢になる

と生じる身体機能の低下や認知機能の低下を理解する場面や、それに伴う介護を

体験する場面も減少しています。高齢者の方と学童及び学生等が交流し、支え合う

ことの大切さを考えることを進めていきます。 
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第６章 自分らしく生活する

ための権利を守ることの推

進に向けて 
 

第 ６ 章 

自分らしく生活するための 

権利を守ることの推進 

に向けて 

 
 
 

第１節 権利擁護の相談支援体制の整備 

第２節 認知症の相談支援体制の充実 

第３節 医療や介護の相談体制の充実 
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第１節 権利擁護の相談支援体制の整備 

＜重点施策①＞ 

中核機関の設置と運営 

認知症や心身の障がいにより、物事を判断することが難しくなったとしても、本

人の尊厳や人権は何一つ変わりません。権利擁護とは、判断能力が十分でない方

等に対する意思決定支援等の権利行使の支援や、高齢者虐待、消費者被害などか

ら本人の権利を守ることを意味します。地域において尊厳のある生活を維持し、安

心して生活を行うことができるよう支援をするものです。専門的・継続的な視点で

障害福祉分野と連携しながら、地域包括支援センターが高齢者の権利擁護のため

に必要な支援を行っていきます。今後は、中核機関を設置・運営し、相談機関が適

切に対応できるよう助言や検討を伴走的に行うといった成年後見制度の利用など

権利擁護支援が必要な人への包括的な支援をしていくとともに、支援を必要とす

る人の周りにいる人たちが成年後見制度の利用の必要性について考えることがで

きるよう周知を強化し、理解促進を図っていきます。 

 

成年後見制度とは？ 
成年後見制度は、認知症や知的障がい・精神障がいなどにより物事を判断する能力が十

分でない人の権利を法律的に守る支援者（以下、「成年後見人等」という。）を決めること

ができる制度です。 

具体的には不動産や預貯金などの財産を管理、身のまわりの世話のために介護などのサ

ービスや施設への入所に関する契約の締結、遺産分割の協議をする必要があっても、自分

でこれらのことを行うことが難しい場合に、成年後見人等が手続を支援してくれたり、代

わりに行ってもらったりすることができます。また、自分に不利益な契約であってもよく

判断ができずに契約を結んでしまうなどの被害にあう場合もあり、被害にあっても成年後

見人等が取り消すことができるようになります。このような判断能力の不十分な方々を保

護し、支援するのが成年後見制度です。 

成年後見制度は、大別して法定後見制度と任意後見制度の２つがあります。ここでは法

定後見制度において町が取り組むべきことを定義していきます。  

◆法定後見制度の概要 

法定後見制度は「後見」「保佐」「補助」の３つに分かれ、判断能力の程度等に応じて成

年後見人・保佐人・補助人などの成年後見人等を家庭裁判所が選任します。成年後見人等

は対象者の利益を考えながら対象者の代理として契約等の法律行為や、対象者が自ら法律

行為をする場合に同意を与えたり、同意を得ないで行った不利益な法律行為を後から取り

消したりすることによって、対象者を保護・支援していきます。 
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第２節 認知症の相談支援体制の充実 

＜重点施策①＞ 

認知症ケアパスの改正 

「認知症になっても住み慣れたわが家、わがまちで暮らしていく」ことを目的とし

て、本町では「美里町認知症ケアパス」を作成しています。この認知症ケアパスは、

「認知症に気付くためのチェックリスト」、「認知症を予防するための生活習慣」、「認

知症の方との接し方」、「認知症の経過と地域の関わり」について等、認知症を知る

ことにより、認知症に対する不安や心配を解消するためのものです。認知症に対し

て不安や心配を持つ方、認知症と診断された方、その家族及び支援者、関係者が

より利用しやすいものになるよう認知症ケアパスの改正を行います。 

 

＜重点施策②＞ 

認知症地域支援推進員の活動の推進 

認知症地域支援推進員は、認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続け

るため、医療機関や介護サービス事業所及び地域の支援機関との連携を図るため

の支援、認知症の方及びその家族を支援する役割を担っており、現在、本町では美

里町地域包括支援センターに配置しています。より効果的な事業展開を図るため、

生活支援コーディネーターとの連携も考えながら、関係団体との協力体制を築き、

活動方法について検討を行います。 

 

 

第３節 医療や介護の相談体制の充実 

＜重点施策①＞ 

介護サービス事業所との情報共有の推進 

地域の介護・福祉・医療等の専門職や関係機関に対し、高齢者の自立支援がで

きるよう、保健・福祉・介護保険等の町が実施する事業の周知や、専門職の質の向

上を図るための研修や意見交換会等を実施します。また、介護サービス事業者、医

療機関、福祉関係者等の多職種間の連携を図り、地域課題の把握や検討及び関係

機関の抱える課題等を情報共有し、地域で望む生活ができるための医療介護の連

携体制の整備が進むよう努めます。 

 

＜重点施策②＞ 

認知症初期集中支援事業の実施 

美里町認知症初期集中支援事業は、認知症になっても本人の意思が尊重され、

できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるために、認知症の方とその家族に
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早期に関わる美里町認知症初期集中支援チーム（以下「支援チーム」という。）を設

置し、早期診断、早期対応に向けた支援体制を構築することを目的とした事業です。 

支援チームは、認知症の専門的な知識及び技能を有する医師の指導の下、複数

の専門職が、認知症が疑われる方又は認知症の方及びその家族を訪問し、観察や

評価及び家族支援等初期からの支援を包括的及び集中的に行い、自立支援のサ

ポートを行います。 

今後も、医療関係者との情報共有及び連携の促進を図るとともに、認知症施策

について関係機関と協議し推進します。 
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第７章 介護サービス事業 

第 ７ 章 

介護サービス事業による 

まちづくり 

 

第１節  介護サービス基盤の確保 

第２節  地域包括支援センターの取組 

第３節  介護給付費適正化事業の実施 

第４節  介護保険サービス事業量等の見込み 

第５節  低所得者の負担軽減策 

第６節  介護保険事業費の見込み 

第７節  標準給付費見込額 

第８節  地域支援事業費見込額 

第９節  保健福祉事業費見込額 

第１０節 第１号被保険者保険料の算定 
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第１節 介護サービス基盤の確保 

本町の介護サービス基盤の現状としては、全体的に捉えれば充実していると考

えられます。高齢者人口についてもピークを迎え、今後、減少に転じることが見込

まれる一方、団塊の世代の高齢化に伴い、より高い年齢層の人口が増え、生産年

齢人口は減少していく中で、介護人材の確保が介護サービス基盤の確保には必要

不可欠となります。そのことから、介護サービス事業所との連携や情報交換を行い

ながら、引き続き必要な支援をしていきます。また、個別的に捉えれば訪問型サー

ビスのニーズの受け皿が不足していると考えられます。本町における介護予防・日

常生活支援総合事業においては、従来型サービス※３のみの実施となっています。こ

の従来型サービスの提供事業者は、介護福祉士等の有資格者に限られており、そ

の人材確保の難しさが要因のひとつであると考えられることから、訪問型サービス

Ａ※４の実施に向けた検討を進めていきます。 

これらの取組みにより、本町の更なる介護サービス基盤の確保に努めていきま

す。 

 

 
※3 従来型サービス：平成２７年４月に介護保険制度の改正があり、それまで保険給付の中の予

防給付として位置づけられていた訪問介護が、市町村事業である介護予防・日常生活支援総

合事業に位置づけられた。その改正前の予防給付の基準に準じた訪問型サービスのこと。 

※４ 訪問型サービスＡ：従来型サービスより緩和された基準で、主に雇用労働者から提供される

訪問型サービスのこと。 

 

 

第２節 地域包括支援センターの取組 

地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるように、

介護や介護予防、健康づくりや医療・福祉、認知症、権利擁護などの様々な面から

支援する相談窓口です。 

専門職として主任介護支援専門員、保健師、社会福祉士などが配置され、相互

に連携しながら支援を行います。 

総合相談支援事業は、地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、

高齢者の心身の状況や生活の実態、必要な支援等を幅広く把握し、相談を受け、

地域における適切な保健・医療・福祉サービスの機関または制度の利用につなげる

等の支援を行う事業です。 

介護予防や重症化予防を図るため、介護サービス利用者をはじめ、高齢者等か

ら寄せられる様々な相談に早期に対応できるよう、地域包括支援センターの機能

の充実を図り、関係機関との連携を図ります。 
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家族の介護について

どうやって利用する

の？                           

介護保険って何？  

介護予防に取り組み

たいけど、どうすればい

いのかな？                   

 

今後も、生活に密着したきめ細かな相談援助活動を推進し、包括的に対応でき

る総合相談体制の構築に努めます。 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 
 

第３節 介護給付費適正化事業の実施 

持続可能な介護保険制度の構築のため、介護給付を必要とする受給者を適切

に認定し、受給者が真に必要とする過不足のないサービスを事業者が適切に提供

するよう促す「介護給付の適正化」は、高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でそ

の有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるようにするとともに、

保険者が保険者機能の一環として自ら積極的に取り組むべきものです。 

基本指針の見直しにより、保険者の事務負担の軽減を図りつつ、効果的・効率的

に事業を実施するため、給付適正化主要５事業の再編が行われ、見直し後、「要介

護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「医療情報との突合・縦覧点検」の３事業

に再編されました。本町においては、これまでも国が示す主要適正化５事業のうち、

「要介護認定の適正化」と「ケアプランの点検」及び「縦覧点検・医療情報との突合」

の３事業を実施してきましたので、今後も継続して実施していきます。 
 
 

１ 事業内容 

（１）要介護認定の適正化（認定調査状況チェック） 

要介護認定は、全国一律の基準に基づき適切かつ公平に運用される必要がある

ことから、認定調査の内容について町職員などが書面などの審査を通じて点検す

ることにより、適切かつ公平な要介護・要支援認定の確保を図ります。また、一次

判定から二次判定の軽重度変更率の合議体間の差などについての分析を行い、要

介護・要支援認定の平準化に向けた取組を実施します。 
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（２）ケアプランの点検 

介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画の記載内容について、町職員

などの第三者が、資料確認などを通して点検及び支援を行うことにより、適切なサ

ービスの確保に努めます。 

点検に当たっては、国が作成した「ケアプラン点検支援マニュアル」の活用を進め、

継続的にケアプランの質の向上を図ります。 
 

（３）医療情報との突合・縦覧点検 

医療情報との突合・縦覧点検については、適正化の費用対効果が最も期待でき

ることから、より重点的な推進を図ります。事業を効果的に実施するために宮城県

国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）へ委託し、活用頻度の高い帳票

に絞った点検を行います。 

 

２ その他の関連する取組 

国保連の介護給付適正化システムを活用し、システムにより抽出された給付実

績データから確認が必要と思われる事項を集中的に確認することにより、過誤調

整や事業者などへの指導につなげることができます。また、適正なサービス提供と

介護費用の効率化、事業者の指導育成を図ります。 
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第４節 介護保険サービス事業量等の見込み 

１ 居宅サービス 

在宅において自立した生活が継続できるよう、そのための支援を目的としたサ

ービスが居宅サービスです。要支援１と要支援２の認定者の方を対象とする介護予

防サービス（予防給付）、要介護１から要介護５までの認定者の方を対象とする居

宅サービス（介護給付）という区分になっています。 

第８期計画での利用実績及び本計画での要介護等認定者数の推計値をもとに、

以下のサービス見込量を算出しました。 

 

（１）訪問介護 

訪問介護員（ホームヘルパー）が居宅を訪問して、入浴、排泄、食事などの身体介

護や、掃除、洗濯、食事づくりなどの生活支援を行うサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                               （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和3年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

介
護
給
付 

利用人数（人） 162  155  155  157 159 160 

利用回数（回） ３,6５１  ３,４４１  ３,2６８  ３,３０５ ３,３５０ ３,３８５ 

利用回数 計画値（回） ４,３６９ ４,４５２ ４,４６７ 
 

対計画比 83.6% 77.3% ７３.2% 

                              

（２）介護予防訪問入浴介護／訪問入浴介護 

浴槽を積んだ入浴車で、家庭を訪問し、入浴の介護を行うサービスです。 

 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和3年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 0  1  0  0 0 0 

利用回数（回） 0  2  0  0 0 0 

利用回数 計画値（回） 0 0 0 
 

対計画比 － － － 

介
護
給
付 

利用人数（人） 37  34  35  35 35 36 

利用回数（回） 180  153  150  149 149 154 

利用回数 計画値（回） 198 203 203 
 

対計画比 90.9% 75.4% ７３.９% 
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（３）介護予防訪問看護／訪問看護 

医学的な管理が必要な在宅療養者などが安定した療養生活を送ることができ

るように、看護師などが家庭を訪問し、医師の指示に基づいて病状の観察や床ず

れなどの手当てを行うサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和3年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 18 22  38  38 38 39 

利用回数（回） 140  127 194  194 194 200 

利用回数 計画値（回） 218 218 218 
 

対計画比 ６４.２% ５８.３% ８９.０% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 109  111 119 121 123 123 

利用回数（回） 877  901  1,076 １,０９４ １,１１２ １,１１２ 

利用回数 計画値（回） 799 828 836 
 

対計画比 １０９.８% １０８.８% １２８.7% 

 

（４）介護予防訪問リハビリテーション／訪問リハビリテーション 

医師の指示に基づいて、理学療法士や作業療法士などが、家庭を訪問して必要

なリハビリテーションを行うサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和3年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 1 1 1 1 1 1 

利用回数（回） 9 8 8 8 8 8 

利用回数 計画値（回） 0 0 0 
 

対計画比 － － － 

介
護
給
付 

利用人数（人） 11  10  12  11 11 12 

利用回数（回） 112  111  117  110 110 122 

利用回数 計画値（回） 192 199 199 
 

対計画比 58.3% 55.8% 58.8% 
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（５）介護予防居宅療養管理指導／居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師などが通院困難な方の家庭を訪問し、療養上の管理や

介護方法の相談指導を行うサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 7  7  7  ７ ７ ７ 

利用人数 計画値（人） 10 10 10 
 

対計画比 ７０.０% ７０.0% ７０.０% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 109  118  138  139 142 143 

利用人数 計画値（人） 115 119 121 
 

対計画比 ９４.８% ９９.２% １１４.0% 

 

（６）通所介護 

通所介護施設（デイサービスセンター）において、入浴、食事の提供などの日常生

活の支援や、生活行為向上のための支援を日帰りで行うサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

介

護

給

付 

利用人数（人） 340  350  361 365 369 372 

利用回数（回） 4,118  4,344  4,555  4,607 4,656 4,697 

利用回数 計画値（回） 4,176 4,267 4,330 
 

対計画比 98.６% １０１.８% １０５.２% 
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（７）介護予防通所リハビリテーション／通所リハビリテーション 

介護老人保健施設や病院などにおいて、医師の指示に基づいて理学療法士や

作業療法士などが、必要なリハビリテーションを行うサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和3年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） ３６  ４２  ５２  ５２ ５３ ５３ 

利用人数 計画値（人） ３８ ３８ ３８ 
 

対計画比 ９４.７% １１０.５% １３６.８% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 66 59 64  ６４ ６５ ６６ 

利用回数（回） 486  442  468  468 475 482 

利用回数 計画値（回） 5３３ 54１ 5４９ 
 

対計画比 91.2% 81.7% 85.２% 

 

（８）介護予防短期入所生活介護／短期入所生活介護 

介護老人福祉施設などの介護施設に短期間入所し、入浴、排泄、食事などの介

護を受けることができるサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 1  1  0  0 0 0 

利用日数（日） 5  5  0  0 0 0 

利用日数 計画値（日） 5 5 5 
 

対計画比 １００.0% 100.0% 0.0% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 72 65  61 61 61 62 

利用日数（日） 681  651  779  779 779 789 

利用日数 計画値（日） 835 849 870 
 

対計画比 ８１.６% 76.7% 89.5% 
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（９）介護予防短期入所療養介護／短期入所療養介護 

介護老人保健施設、介護療養型医療施設などに短期間入所し、医学的管理下で

看護、介護、リハビリテーションなどの介護を受けることができるサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 0  0  0  0 0 0 

利用日数（日） 0  0  0  0 0 0 

利用日数 計画値（日） 0  0  0  
 

対計画比 - - - 

介
護
給
付 

利用人数（人） 3  5  1  5 5 5 

利用日数（日） 10  25  4  26 26 26 

利用日数 計画値（日） 0 0 0 
 

対計画比 - - - 

 

（１０）介護予防特定施設入居者生活介護／特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウスなど）に入所している方が、入浴、

排泄、食事などの介護その他の日常生活上の世話が受けられるサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 2  4  8  8 8 8 

利用人数 計画値（人） 4 4 4 
 

対計画比 ５０.０% １００.０% ２００.0% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 21  20  27  27 27 27 

利用人数 計画値（人） 28 28 28 
 

対計画比 75.0% 71.4% 96.4% 
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（１１）介護予防福祉用具貸与／福祉用具貸与 

心身の機能が低下して日常生活に支障がある人の自立を支援するため、ベッド、

車椅子、歩行器などの福祉用具を借りることができるサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 142  151  162  164 166 166 

利用人数 計画値（人） 133 134 133 
 

対計画比 １０６.８% １１２.７% １２１.８% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 435 445  448  453 458 462 

利用人数 計画値（人） 428 436 440 
 

対計画比 101.6% 102.1% 101.8% 

 

（１２）特定介護予防福祉用具購入／特定福祉用具購入 

腰掛便座、入浴補助用具などの購入費が支給されるサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 2  2  1  2 2 2 

利用人数 計画値（人） 2 2 2 
 

対計画比 １００.０% １００.０% ５０.０% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 7 6  1  6 6 6 

利用人数 計画値（人） 7 7 7 
 

対計画比 １０0.0% ８５.７% １４.３% 
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（１３）介護予防住宅改修／住宅改修費 

住宅の手すりの設置、床段差の解消、引き戸など扉の取り替え、和式便器の洋

式便器への取り替えなど、住宅改修の費用が支給されるサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 1  2  2  2 2 2 

利用人数 計画値（人） 2 2 2 
 

対計画比 ５０.０% １００.０% １００.０% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 2  2  2  2 2 2 

利用人数 計画値（人） 5 5 5 
 

対計画比 ４０.０% ４０.0% ４０.０% 
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２ 地域密着型サービス 

日々の生活を住み慣れた地域で送るためのサービスで、町が直接サービス事業

者を指定し、指導監督を行いながら住民に提供するものです。 

指導の形態は、「集団指導」と「運営指導」があります。集団指導では、介護給付

等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制度改正の内容、各種届出等に

ついて説明、指導を行います。「運営指導」では、厚生労働省が定める指導マニュア

ルに基づき、運営に関する事項及び介護報酬に関する事項について、地域密着型

サービス事業者等の関係者から関係書類等を基に説明を求めます。また、運営指

導中に、「著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体

の安全に危害を及ぼすおそれがあると判断した場合」又は「介護報酬請求に誤りが

確認され、その内容が、著しく不正な請求と認められる場合」に該当することを確

認したときは、運営指導を中止し、直ちに監査を行います。 

 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

利用者の医療・看護ニーズに迅速かつ的確に対応するため、１日複数回の定期

訪問と２４時間の随時対応を組み合わせて、訪問介護と訪問看護のサービスを一

体的に提供するサービスです。 

 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

介
護
給
付 

利用人数（人） ３ ５ ７ ７ ７ ７ 

利用人数 計画値（人） ２ ２ ２ 
 

対計画比 １５０.０% ２５０.０% ３５０.０% 

 

（２）夜間対応型訪問介護 

夜間に、定期的巡回や通報での訪問により、入浴、食事の提供などの日常生活

の世話を受けるサービスです。 

第８期計画に続き、本計画でもサービス量は見込んでいませんが、引き続き、利

用ニーズの状況を注視し、必要に応じた対応を行います。 
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（３）地域密着型通所介護 

定員が１８人以下の小規模のデイサービスセンター等に通い、入浴・食事の提供

とその他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練などを日帰りで受けるサービ

スです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

介
護
給
付 

利用人数（人） 95  74  61  61 62 62 

利用回数（回） １，２８０  １，０２１  ８８３  ８８３ 894 894 

利用回数 計画値（回） １，３１０ １，３１０ １，３２０ 
 

対計画比 ９７.７% ７７.９% ６６.９% 

 

（４）介護予防認知症対応型通所介護／認知症対応型通所介護 

認知症の方が、通所介護（デイサービス）に通い、入浴、食事の提供などの日常生

活の世話、機能訓練を受けるサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 0 0 0 0 0 0 

利用回数（回） 0 0 0 0 0 0 

利用回数 計画値（回） 0 0 0 
 

利用回数 対計画比  - - - 

介
護
給
付 

利用人数（人） 19 17 17 17 17 17 

利用回数（回） 219 218 177 177 177 177 

利用回数 計画値（回） 236 260 ２７２ 
 

利用回数 対計画比  ９２.８% ８３.8% ６５.１% 
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（５）介護予防小規模多機能型居宅介護／小規模多機能型居宅介護 

「通い」を中心として、利用者の様態や希望等に応じ、随時「訪問」や「泊まり」を

組み合わせて提供するサービスです。 

 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） ４ ５ ３ ３ ３ ３ 

利用人数 計画値（人） ２ ２ ２ 
 

対計画比  200.0% 250.0% 150.0% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 14 12  15  １５ １５ １５ 

利用人数 計画値（人） １７ １７ １７ 
 

対計画比  ８２.４% ７０.６% ８８.２% 

 

（６）介護予防認知症対応型共同生活介護／認知症対応型共同生活介護 

認知症の方が、共同生活を営みながら、入浴、食事の提供などの日常生活上の

世話、機能訓練を受けるサービスです。近年、認知症高齢者の増加が懸念されてお

り、今後利用見込み数に合わせたサービス基盤の確保が必要となります。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和3年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 0  0  0  0 0 0 

利用人数 計画値（人） 0 0 0 
 

対計画比 - - - 

介
護
給
付 

利用人数（人） 82  84  91  91 91 92 

利用人数 計画値（人） ８４ 84 84 
 

対計画比 ９７.６% １００.０% １０８.３% 
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（７）地域密着型特定施設入居者生活介護 

定員の少ない有料老人ホーム、ケアハウスなどで、入浴、食事の提供などの日常

生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を受けるサービスです。 

第８期計画に続き、本計画でもサービス量は見込んでいませんが、引き続き、利

用者ニーズの状況を注視し、必要に応じた対応を行います。 

 

（８）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員の少ない特別養護老人ホームで、入浴、食事の提供などの日常生活上の世

話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を受けるサービスです。 

第８期計画に続き、本計画でもサービス量は見込んでいませんが、引き続き、利

用者ニーズの状況を注視し、必要に応じた対応を行います。 

 

（９）看護小規模多機能型居宅介護 

要介護度が高く、医療ニーズの高い利用者に柔軟に対応するため、小規模多機

能型居宅介護と訪問看護等の複数のサービスを組み合わせて一体的に提供する

サービスです。 

 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

介
護
給
付 

利用人数（人） １４ １４ １６ １６ １６ １６ 

利用人数 計画値（人） １２ １４ １６ 
 

対計画比 116.7％ 100.0％ 100.0% 

 

（１０）複合型サービス 

複数の在宅サービスを組み合わせて提供するサービスです。 

新設となるサービスであるため、本計画ではサービス量を見込んでいませんが、

利用者のニーズの状況を注視し、必要に応じた対応を行います。 
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３ 施設サービス 

介護保険施設に入所又は入院して介護を受けるサービスです。 

施設サービス利用の適正化及び施設整備に伴う利用者数を見込みます。 

 

（１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

心身上・精神上著しい障がいがあり、常時介護を必要とし、在宅介護が困難な方

が入所し、介護などの日常生活の世話、機能訓練、健康管理などが受けられるサー

ビスです。 

 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 平成３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

介
護
給
付 

利用人数（人） 129 125 125 １２５ １２５ １２５ 

利用人数 計画値（人） 125 165 165 
 

対計画比 １０３.２% ７５.８% ７５.８% 

 

（２）介護老人保健施設（老人保健施設） 

病気やけがなどの治療後、リハビリテーションなどを必要とする方が入所し、医

学的管理下における介護、看護、リハビリテーションなどを受けることができるサ

ービスです。施設では、在宅生活を目指してサービス提供がされます。 

 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 平成３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

介
護
給
付 

利用人数（人） ７２ ８１ ８３ ８３ ８３ ８３ 

利用人数 計画値（人） 65 65 65 
 

対計画比 １１０.８% １２４.６% １２７.７% 
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（３）介護医療院 

日常的な医学管理が必要な重度介護者の受け入れ、看取り・ターミナルなどの

機能と生活施設としての機能を兼ね備えた施設です。平成３０年４月に新設された

施設で、第８期計画期間終了の令和５年度末までの間に、介護療養型医療施設が

介護医療院に転換されました。 

 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

介
護
給
付 

利用人数（人） ７ ５ ３ ３ ３ ３ 

利用人数 計画値（人） 8 8 8 
 

対計画比 ８７.５% ６２.５% ３７.５% 

 

 

４ 介護予防支援／居宅介護支援 

介護支援専門員が、要介護・要支援者に対する介護サービスの内容について本

人及び家族と相談し、ケアプランを作成します。また、そのサービスの提供が確保さ

れるよう、介護サービス事業者との連絡調整などを行うサービスです。 
 

○サービスの利用実績と見込み                                （１か月当たり） 

  実 績   計 画  

 令和３年度  令和４年度  
令和５年度  

（見込み） 
令和６年度  令和７年度  令和８年度  

予
防
給
付 

利用人数（人） 176  191  211  213 215 216 

利用人数 計画値（人） 156 157 158 
 

対計画比 １１２.８% １２１.７% １３３.５% 

介
護
給
付 

利用人数（人） 666  651  649  658 663 667 

利用人数 計画値（人） 674 684 689 
 

対計画比 9８.８% 9５.２% 9４.2% 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

81 
 

第５節 低所得者の負担軽減策 

１ 特定入所者介護サービス費 

介護保険施設やショートステイ等を利用した場合における居住費・食費について、

過重な負担とならないように、所得に応じた利用者負担限度額を定め、その超過

額を補足給付として保険給付します。ただし、住民税が課税されている世帯や一定

額以上の預貯金の資産がある場合などは対象外となります。 

 

２ 社会福祉法人等による利用者負担軽減制度 

低所得者で特に生計が困難である方に対し、社会福祉法人の社会的役割を踏ま

え、利用者負担段階に応じて利用者負担を軽減するものです。 

 

３ 高額介護サービス費など 

利用者負担段階ごとに負担上限額を定め、それを超えた場合には、超えた額を

高額介護サービス費、高額介護予防サービス費として保険給付を行います。また、

医療保険と介護保険の両方を利用する人に過重な負担とならないように、高額介

護合算療養費においても負担上限額が定められています。 

 

４ 介護保険料の減免など 

災害、その他特別な事情がある場合、保険料の減免などを行います。 

（１）災害により住宅、家財に著しい損害を受けた場合の減免 

（２）生計中心者が、失業などにより収入が著しく減少した場合の減免  
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第１号

被保険者, 

23.0%

第２号

被保険者, 

27.0%美里町,

12.5%

宮城県,

12.5%

国, 20.0%

財政調整

交付金, 

5.0%

第６節 介護保険事業費の見込み 

介護保険事業の財源は、国、県、町による公費負担と、４０歳以上６５歳未満の

方（第２号被保険者）と６５歳以上の方（第１号被保険者）の保険料によってまかな

われており、計画期間における財源の確保は、介護保険事業の健全な運営に最も

重要となります。 

そのため、町では第８期計画期間（令和３年度～令和５年度）におけるサービス利

用実績をもとに、本計画期間（令和６年度～令和８年度）におけるサービス提供に

必要な金額を国から示された地域包括ケア「見える化」システム・将来推計で算定

し、第１号被保険者の介護保険料基準額を算出しました。 

なお、財源構成に関し、第１号被保険者の負担は、介護給付費の２３％が標準的

な負担となり、第２号被保険者は２７％で、介護保険費用の半分が被保険者の負担

となります。また、国負担部分のうち５％に当たる額は、高齢者中の後期高齢者の

割合と高齢者の所得状況の格差を調整するための財政調整交付金として交付さ

れます。つまり、財政調整交付金の割合は標準的には５％ですが、各市町村の後期

高齢者の割合や第１号被保険者の所得水準に応じて５％を上下し、その結果として、

第１号被保険者の負担割合も変わることになります。 

 

■標準給付費の負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※施設等給付に関しては、国が１５．０％、都道府県が１７．５％となります。  
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１ 介護保険事業費の見込み 

各サービス量の見込みに基づいて給付費を算出した結果、第９期介護保険事業

計画期間である令和６年度から令和８年度までの本町におけるサービス給付費見

込額は、次のとおりとなります。 
 

（１）介護予防サービスの給付費見込額 

介護予防サービス給付費は、ほぼ横ばいで推移し、３年間合計で約２億１千万円

の費用を見込んでいます。 

 
（単位：千円）  

 令和６年度  令和７年度  令和８年度  合 計 

①介護予防訪問入浴介護  0 0 0 0 

②介護予防訪問看護  10,783 10,797 11,127 32,707 

③介護予防訪問リハビリテーション 326 327 327 980 

④介護予防居宅療養管理指導  734 735 735 2,204 

⑤介護予防通所リハビリテーション 18,142 18,453 18,453 55,048 

⑥介護予防短期入所生活介護  0 0 0 0 

⑦介護予防短期入所療養介護  0 0 0 0 

⑧介護予防特定施設入居者生活介護  8,258 8,269 8,269 24,796 

⑨介護予防福祉用具貸与  16,201 16,398 16,398 48,997 

⑩介護予防福祉用具購入  730 730 730 2,190 

⑪介護予防住宅改修  2,876 2,876 2,876 8,628 

⑫介護予防支援  12,188 12,318 12,375 36,881 

介護予防サービス給付費計  70,238 70,903 71,290 212,431 
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（２）居宅サービスの給付費見込額 

居宅サービス給付費は、計画期間中、毎年の増加が見込まれ、３年間合計で  

約３１億８千万円の費用を見込んでいます。 

 
（単位：千円）  

 令和６年度  令和７年度  令和８年度  合 計 

①訪問介護 121,167 122,930 124,324 368,421 

②訪問入浴介護  21,863 21,891 22,584 66,338 

③訪問看護 69,349 70,842 70,842 211,033 

④訪問リハビリテーション 3,946 3,951 4,359 12,256 

⑤居宅療養管理指導  12,968 13,261 13,360 39,589 

⑥通所介護 431,574 436,962 440,977 1,309,513 

⑦通所リハビリテーション 40,416 40,897 41,494 122,807 

⑧短期入所生活介護  79,187 79,287 80,245 238,719 

⑨短期入所療養介護  3,586 3,590 3,590 10,766 

⑩特定施設入居者生活介護  64,917 64,999 64,999 194,915 

⑪福祉用具貸与  69,261 70,027 70,750 210,038 

⑫特定福祉用具購入  2,908 2,908 2,908 8,724 

⑬住宅改修 3,473 3,473 3,473 10,419 

⑭居宅介護支援  123,861 124,942 125,712 374,515 

居宅サービス給付費計  1,048,476 1,059,960 1,069,617 3,178,053 
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（３）地域密着型サービスの給付費見込額 

地域密着型サービス給付費も、毎年の増加が見込まれ、３年間合計で約１５億３

千万円の費用を見込んでいます。 

 
（単位：千円）  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

地域密着型サービス 504,189 505,642 508,949 1,518,780 

 ①定期巡回・随時対応型訪問介護看護  18,667 18,691 18,691 56,049 

 ②夜間対応型訪問介護  0 0 0 0 

 ③認知症対応型通所介護  22,725 22,753 22,753 68,231 

 ④小規模多機能型居宅介護  43,698 43,753 43,753 131,204 

 ⑤認知症対応型共同生活介護  286,266 286,628 289,935 862,829 

 ⑥地域密着型特定施設入居者生活介護  0 0 0 0 

 ⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  0 0 0 0 

 ⑧看護小規模多機能型居宅介護  41,816 41,869 41,869 125,554 

 ⑨地域密着型通所介護  91,017 91,948 91,948 274,913 

地域密着型介護予防サービス 3,289 3,294 3,294 9,877 

 ①介護予防認知症対応型通所介護  0 0 0 0 

 ②介護予防小規模多機能型居宅介護  3,289 3,294 3,294 9,877 

 ③介護予防認知症対応型共同生活介護  0 0 0 0 

地域密着型サービス給付費計  507,478 508,936 512,243 1,528,657 
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（４）施設サービスの給付費見込額 

施設サービス給付費は、ほぼ横ばいで推移し、３年間合計で約２０億８千万円の

費用を見込んでいます。 
（単位：千円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合 計 

①介護老人福祉施設  395,174 395,675 395,675 1,186,524 

②介護老人保健施設  282,078 282,435 282,435 846,948 

③介護医療院 15,049 15,068 15,068 45,185 

施設サービス給付費計  692,301 693,178 693,178 2,078,657 

 

 

第７節 標準給付費見込額 

各サービス給付費の総額である総給付費のほか、特定入所者介護サービス費等

給付額、高額介護サービス費等給付額、高額医療合算介護サービス費等給付額及

び審査支払手数料を次のように見込んでいます。 

 

○各年度の標準給付費見込額         （単位：円、審査支払手数料支払件数のみ単位：件） 

 令和６年度 令和７年度  令和８年度 合計 

総給付費  2,318,493,000 2,332,977,000 2,346,328,000 6,997,798,000  

特定入所者介護  

サービス費等給付額  
73,284,000  73,873,171  74,235,742  221,392,913  

高額介護サービス費

等給付額 
49,837,000  50,237,669  50,484,234  150,558,903  

高額医療合算介護  

サービス費等給付額  
7,171,000  7,228,652  7,264,130  21,663,782  

算定対象審査支払  

手数料 
2,601,420  2,622,300  2,635,200  7,858,920  

 
審査支払手数料

支払件数 
43,357  43,705  43,920  130,982  

標準給付費見込額  2,451,386,420  2,466,938,792  2,480,947,306  7,399,272,518  
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第８節 地域支援事業費見込額 

地域支援事業費は、介護予防・日常生活支援総合事業に係る費用と包括的支援

事業費及び任意事業に係る費用があり、それぞれ以下のように見込んでいます。 
 

○各年度の地域支援事業費見込額                                （単位：円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

地域支援事業費 134,066,000  136,063,967  136,921,881  407,051,848  

 
介護予防・日常生活支援

総合事業費 
77,461,000  78,711,967  79,995,427  236,168,394  

 

包括的支援事業（地域包

括支援センターの運営）及

び任意事業費 

５０,875,000  51,622,000  51,196,454  153,693,454  

 
包括的支援事業（社会保

障充実分） 
5,730,000  5,730,000  5,730,000  17,190,000  

 

 

 

第９節 保健福祉事業費見込額 

保健福祉事業費は、高齢者紙おむつ等支給事業に係る費用があり、それぞれ以

下のように見込んでいます。 
 

○各年度の保健福祉事業費見込額                           （単位：円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

保健福祉事業費 4，８１２，０００ 4，８１２，０００ 4，８１２，０００ １４，４３６，０００ 
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第１０節 第１号被保険者保険料の算定 

（１）保険料基準額 

介護保険事業を運営するために必要となる費用は、介護給付費、介護予防給付

費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費  、審査支払手数料、特定

入所者介護サービス費を合計した標準給付費、さらに地域支援事業に要する費用

から構成されます。 

一方、事業費の財源は、国・県・町の負担金、国の調整交付金、介護給付費交付

金（第２号被保険者の保険料）、第１号被保険者の保険料などで賄われます。また、

介護保険給付費等準備基金の取り崩しを行い、給付費の一部に充当することとし

ます。 

保険料の第１号被保険者の保険料基準額は、下表のとおり月額５，８００円と算

定されます。 
 

○保険料基準額の推計 

Ａ 標準給付費見込額  7,399,272,518 円 

Ｂ 地域支援事業費  407,051,848 円 

Ｃ 第１号被保険者負担分（23％） （Ａ＋Ｂ）×23％ 1,795,454,604 円 

D 保健福祉事業費 14,436,000 円 

E 調整交付金相当額  381,772,046 円 

F 調整交付金見込額  351,406,000 円 

G 準備基金取崩額  46,400,000 円 

H 保険者機能強化推進交付金等の交付見込額  27,042,000 円  

I 保険料収納必要額  Ｃ＋Ｄ+Ｅ－Ｆ－G－H 1,766,814,650 円 

J 予定保険料収納率  98.00 % 

K 所得段階別加入割合補正後被保険者数  25,904 人 

L 保険料見込額（年額） I÷J÷K 69,598 円 

M 保険料見込額（月額） L÷12 5,800 円 

※調整交付金見込額は、「地域包括ケア「見える化」システム・将来推計」による試算値です。 
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（２）所得段階別保険料 

各段階の保険料については、前項の基準額である第５段階（年額６９，６００円）

に各段階の負担割合を乗じて算出しました。 

また、月額の保険料額は、年額保険料を１２で除して算出した額が基本となりま

す。 
 

○所得段階別保険料 

段階 
（乗率） 

対象者 
保険料 
（月額） 

第１段階 

（×0.285） 
本
人
が
市
町
村
民
税
非
課
税 

同
じ
世
帯
に
い
る
方
全
員

が
市
町
村
民
税
非
課
税 

・生活保護の受給者・老齢福祉年金受給者の方  

・本人年金収入等が 80 万円以下の方  
1,653 円 

第２段階 

（×0.485） 

本人年金収入等が 80 万円を超え 120 万円以下

の方 
2,813 円 

第３段階 

（×0.685） 
本人年金収入等が 120 万円を超える方  3,973 円 

第４段階 

（×0.90） 
本人年金収入等が 80 万円以下の方  5,220 円 

第５段階 

（基準額） 
本人年金収入等が 80 万円を超える方  5,800 円 

第６段階 

（×1.20） 

本
人
が
市
町
村
民
税
課
税 

本人の合計所得金額が 120 万円未満の方  6,960 円 

第７段階 

（×1.30） 
本人の合計所得金額が 120 万円以上 210 万円未満の方 7,540 円 

第８段階 

（×1.50） 
本人の合計所得金額が 210 万円以上 320 万円未満の方 8,700 円 

第９段階 

（×1.70） 
本人の合計所得金額が 320 万円以上 420 万円未満の方 9,860 円 

第１０段階  

（×1.90） 
本人の合計所得金額が 420 万円以上 520 万円未満の方 11,020 円 

第１１段階  

（×2.10） 
本人の合計所得金額が 520 万円以上 620 万円未満の方 12,180 円 

第１２段階  

（×2.30） 
本人の合計所得金額が 620 万円以上 720 万円未満の方 13,340 円 

第１３段階  

（×2.40） 
本人の合計所得金額が 720 万円以上の方  13,920 円 

※第１段階～第３段階は、公費による負担軽減後の乗率及び月額です。 
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第８章 計画の策定過程と推

進体制 

第 ８ 章  

計画の策定過程と推進体制 

 

第１節 計画の策定過程 

第２節 計画の進行管理 

第３節 関係課・関係機関との連携 
 
 
 
 
 

  



 

92 
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第１節 計画の策定過程 

１ 長寿支援課内での意見交換 

計画の策定を進めていくために、長寿支援課内でまちのあるべき姿を検討し、

意見の共有を図りました。 

 

日 時 テーマ 

令和４年 
１２月２０日 

自分が思い描く、こんなまちになってほしい～こんな美里町だった
らいいな～ 

令和５年 
５月 ２日 

前回の意見から、みんなはどんなことが大事だと思っているのかを
考えよう 

令和５年 
６月 １日 

大事だと思ったことを達成するためにはどんなことが必要か 

令和５年 
６月２１日 

基本理念（案） 

令和５年 
７月１８日 

基本理念（案）、目標（案） 

令和５年 
８月２８日 

給付実績を振返る 

令和５年 
９月２６日 

施策の方向性（案）、重点施策（案） 

令和５年 
１０月 ５日 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果を振返る 

令和５年 
１０月１１日 

施策の方向性（案）、重点施策（案）、評価指標（案） 

令和５年 
１１月 ７日 

評価指標（案） 
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２ 関係機関等との意見交換 

 計画の策定を進めていくために、関係機関等とまちのあるべき姿等について

の共有を図りました。 
 

日 時 関係機関等 テーマ 

令和５年 
７月１８日 

美里町社会福祉協議会 基本理念（案）と目標（案） 

令和５年 
８月 ２日 

美里町在宅医療介護連携推進会議 基本理念と目標 

令和５年 
８月２５日 

美里町生活支援体制整備協議会 基本理念と目標 

令和５年 
１１月１３日 

美里町介護・福祉サービス事業所 
連絡会 

・介護予防・日常生活圏域ニー
ズ調査の結果を振返る 

・基本理念と目標 

令和５年 
１１月１３日 

美里町在宅医療介護連携推進会議 
在宅医療介護連携推進事業の目
標（案） 

令和５年 
１１月３０日 

権利擁護ネットワーク会議 
・介護予防・日常生活圏域ニー

ズ調査の結果を振返る 
・基本理念、目標 
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３ 美里町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会 

本計画を策定するため、美里町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委

員会を全５回開催し、審議しました。 
 
 

 

 

４ パブリックコメント 

公表日 令和５年１２月５日（火） 

意見募集期間 令和５年１２月１２日（火）から令和６年１月１６日（火）まで 

 

 

 

開催回 日 時 概 要 

令和４年度 
第１回 

令和５年 
１月１９日 

議 事 
（１）美里町高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画

策定スケジュール（案）について 
（２）美里町高齢者福祉に関するアンケート調査の実施に

ついて 

令和５年度 
第１回 

令和５年 
７月２７日 

議 事 
（１）美里町高齢者福祉に関するアンケート調査の結果等

について 
（２）美里町高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画

の基本理念等（案）について 
（３）美里町高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画

策定スケジュールについて 

第２回 
令和５年 
１０月２５日 

議 事 
（１）美里町高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画

骨子案について 

第３回 
令和５年 
１１月２２日 

議 事 
（１）美里町高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画

案について 

第４回 
令和６年 

２月１日 

議 事 
（１）パブリックコメントの実施結果について 
（２）美里町高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画

（最終案）について 
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第２節 計画の進行管理 

１ 評価指標等の設定 

本計画の基本理念を実現するための本町の取組について進行管理をし、その取

組結果を評価・分析するために、基本理念及び各目標の施策の方向性に、計画期

間内の評価指標を設定しました。 

 

２ 成果の評価・分析 

本計画の進行管理として、以下のとおり進捗状況の確認と評価・分析を行いま

す。 

（１）施策の方向性・重点施策について 

重点施策ごとに、取組の状況や実績等について、毎年度評価・分析を行い、課題

の抽出を行います。 

（２）基本理念・目標について 

本計画最終年度に、評価指標に対する実績等について評価・分析を行い、課題

の抽出を行います。 

 

３ 重点施策の見直し・改善 

評価・分析の結果に基づき、重点施策の取組内容等を見直し、改善します。また

同時に重点施策以外の施策についても、目標を推進するため、同様に行います。 

施策を実施している中で、見直しや改善が必要と思われる場合は、随時関係者

間で協議をしながら、より良い取組となるよう努めます。 

 

４ 基本理念・目標・施策の方向性の見直し 

評価・分析の結果に基づき見直しをし、次期計画において取組む事項を検討し

ます。 
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第３節 関係課・関係機関との連携 

本計画は、高齢者に関する総合的な計画であり、対象となる事業も広範囲にわた

るため、行政のみならず民間団体や福祉、保健、医療など、各機関との連携が必要

となります。また、地域包括ケアシステムはまちづくりが基本であることから、まちづ

くり部門との連携も重要となります。そのため、関係機関や住民、地域の各種団体

に計画の趣旨や内容の周知を行い、連携の強化、協力体制づくりを進めていきます。 
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資料編 

資料編 
 

資料１  評価指標 

 

資料２  美里町高齢者福祉計画及び介護保険事業計

画策定委員会条例 

 

資料３  美里町高齢者福祉計画及び介護保険事業計

画策定委員会委員名簿 
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資料１ 評価指標 

 

◆基本理念に対する評価指標 

基本理念 指標 現状値 目標値 

高齢者がいつま

でも地域のなか

で「望む生活」を

送ることができ

る町 

１．健康寿命  

【データからみたみやぎの健康】 

８４．５５歳（令和２年） 延伸 

２．主観的幸福感  

【ニーズ調査】 

５点以上の回答率  

89.3％ 

現状値の割合を

増やす。 

３．主観的健康観  

【ニーズ調査】 

「とてもよい」と回答

7.4％ 

「まあよい」と回答  

74.1％ 

現状値の割合を

増やす。 

４．生きがいがある人の割合  

【ニーズ調査】 

「生きがいがあり」と回答  

５８．８％ 

現状値の割合を

増やす。 
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◆施策の方向性に対する評価指標 

目
標 

施策の方向性 指標 現状値 目標値 

１
．
一
人
一
人
が
元
気
に
な
る
活
動
の
推
進 

（１）介護予防や

重症化予防の体

制づくり 

１．調整認定率  

【「見える化」システム】 

 

２．新規認定者の平均年齢  

【「見える化」システム】 

 

３．介護予防の実践者の割合  

【ニーズ調査】 

１８．２％ 

（令和４年度） 

 

 ８２．４歳 

（令和３年度） 

 

「特になし」と回答  

７．５％ 

現状値の割合が

減る。 

 

 

現状値が上がる。 

 

 

現状値の割合が

減る。 

（２）地域での社

会参加がしやす

い体制づくり 

月１回以上活動に参加してい

る人の割合 

【ニーズ調査】 

 8.9% 現状値の割合が

増える。 

 

２
．
み
ん
な
で
支
え
合
い
が
で
き
る
地
域
づ
く
り 

（１）在宅生活の

支援体制の充実 

１．「住み慣れた自宅」を人生に

おける最期を迎える場所と選

択する人の割合  

【ニーズ調査】 

 

２．高齢者福祉サービスを知っ

ている人の割合  

【ニーズ調査】 

 ６１．１％ 

 

 

 

 

「特にない」と回答  

３３．９％ 

現状値の割合が

増える。 

 

 

 

現状値の割合が

減る。 

（２）支え合いの

しくみづくり 

地域の活動に参加したいと考

える人の割合 

【ニーズ調査】 

「参加したくない」

と回答 ３１．９％ 

現状値の割合が

減る。 

３
．
自
分
ら
し
く
生
活
す
る
た
め
の 

権
利
を
守
る
こ
と
の
推
進 

（１）権利擁護の

相談支援体制の

整備 

成年後見制度を知っている人

の割合 

【ニーズ調査】 

「制度の内容まで

知っている」と回答  

１９．８％ 

現状値の割合が

増える。 

 

（２）認知症の相

談支援体制の充

実 

認知症に関する相談窓口を知

っている人の割合  

【ニーズ調査】 

「はい」と回答 

１０．７％ 

現状値の割合が

増える。 

 

（３）医療や介護

の相談体制の充

実 

病院以外で人生の最期を迎え

る場所を選ぶ人の割合  

【ニーズ調査】 

病院以外を回答  

８３．２％ 
現状値の割合が

増える。 
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資料２ 

美里町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会条例  

平成２５年１２月２４日 

条例第５０号 

改正 平成２９年１２月１４日条例第３０号 

（設置） 

第１条 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の８第１項に規定する市町

村老人福祉計画及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１７条第１項に規

定する市町村介護保険事業計画（以下「高齢者福祉計画等」という。）を策定する

ため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づ

き、美里町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、町長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申す

る。 

（１） 高齢者福祉計画等の策定及び見直しに関すること。 

（２） 前号に掲げるもののほか、高齢者福祉計画等に基づく施策の推進に関するこ

と。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

（１） 介護保険被保険者を代表する者 

（２） 介護及び福祉に関し学識経験を有する者 

（３） 介護サービス又は福祉サービスに関する事業に従事する者 

（４） 福祉団体に関係する者 

（５） 地域住民で組織する団体に所属する者 

（６） 前各号に掲げるもののほか、町長が委嘱することが必要と認めた者  

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱した日から起算して２年とする。ただし、補欠の委員の
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任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長が決する。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聴き、又は

資料の提出を求めることができる。 

（秘密の保持） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、美里町課設置条例（平成１８年美里町条例第６号）第２条

に掲げる長寿支援課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、別に

定める。 

附 則 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年１２月１４日条例第３０号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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資料３ 
 
美里町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会委員名簿 
 
 

 
委員任期２年（令和５年１月１９日～令和７年１月１８日）〔敬称略〕    

No 氏     名 所属等 

1 大 友    正 第１号被保険者 

2 森 谷 弓 子 宮城県北部保健福祉事務所 地域保健福祉部 総括技術次長 

3 高 橋 文 一 美里町介護保険運営委員会 委員長 

4 永 澤 もとえ 
ＪＡ新みやぎ みどりの統括福祉センター                                                     

ふれ愛福祉センター小牛田 訪問介護部門管理者 

5 三 浦 孝 司 
社会福祉法人 南郷福祉会  

特別養護老人ホームいなほの里 施設長 

6 吉 村 英 晃 
特定非営利活動法人  

宮城県ケアマネジャー協会大崎支部 支部長 

７ 木 村 明 子 美里町民生委員児童委員協議会 会長 

８ 黒 沼 和 良 美里町社会福祉協議会 副会長 

９ 鈴 木 輝 雄 美里町老人クラブ連合会 会長 

１０ 加 藤 芳 郎  美里町行政区長会 会長 

１１ 菅 原 知 広 美里町立南郷病院 院長 

１２ 鈴 木 絢 子 美里町顧問弁護士 

 
令和５年４月１日現在 
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